
新

等に

よる修繕・更新等

規

を実施し、安全対策を

完

行った。公園 よる修繕

了

・更新等を実施し、安

事

全対策を行った。公園

業

内の支障木剪定や草刈

ゼ

り、公園の清掃（トイ

ロ

レ含む） 内の支障木剪

予

定や草刈り、公園の清

算

掃（トイレ含む）

等に

事

より、誰もが安心して

業

利用できる公園とした

担

。 等により、誰もが安

当

心して利用できる公園

者

とした。

令和 6年度

全

　予定 令和 7年度　

体

予定

　職員による毎月

計

の日常点検、専門業者

画

による年１回 　職員に

経

よる毎月の日常点検、

費

専門業者による年１回

区

の遊具点検及び砂場清

分

掃を実施予定。また、

内

劣化等に の遊具点検及

線

び砂場清掃を実施予定

事

。また、劣化等に

よる

務

修繕・更新等を実施し

事

、安全対策を行う。公

業

園内 よる修繕・更新等

名

を実施し、安全対策を

所

行う。公園内

の支障木

　

剪定や草刈り、公園の

　

清掃（トイレ含む）等

属

の支障木剪定や草刈り

施

、公園の清掃（トイレ

　

含む）等

により、誰も

　

が安心して利用できる

策

公園とする。 により、

会

誰もが安心して利用で

計

きる公園とする。

予算
科目

科目
事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 千葉剛成

全体計画 経費区分 － 内線 3523

事務事業名 4229 公園管理事業

所　　属 200200 まちづくり推進部・まちづくり課

施　　策 05032600 須坂らしい景観づくりの推進

会計 01 一般会計
予算

科目 080403 土木費・都市計画費・公園事業費
科目

事業 010000 公園管理事業

事業目的 事業概要・効果 

　公共施設としての安全性と利便性を確保し、親しま 　市民の安らぎと憩いの場として、魅力ある公園・緑

れる公園づくりを推進する。 地づくりを行う。

　幼児から高齢者の各年齢層の誰もが、公園等を安全

に利用するため、遊具等の計画的な点検、修繕及び新

設を行う。

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

内

 職員による毎月の日

部

常点検、専門業者によ

評

る年１回 　職員による

価

毎月の日常点検、専門

【

業者による年１回

の遊

二

具定期点検を実施した

次

。また、劣化等による

】

修繕 の遊具点検及び砂

1

場清掃を実施した。ま

頁

た、劣化等に

・更新を

令

実施し、安全対策を行

和

った。公園内の支障木

　

よる修繕・更新等を実

６

施し、安全対策を行っ

年

た。公園

の整枝剪定、

度

公園の清掃（トイレ、

　

砂場含む）等の実 内の

行

支障木剪定や草刈り、

政

公園の清掃（トイレ含

評

む）

施により、誰もが

価

安心して利用できる公

事

園とした。 等により、

業

誰もが安心して利用で

別

きる公園とした。

令和

シ

 4年度　実績 令和 

ー

5年度　実績

　職員に

ト

よる毎月の日常点検、

実

専門業者による年１回

計

　職員による毎月の日

対

常点検、専門業者によ

象

る年１回

の遊具点検及

評

び砂場清掃を実施した

価

。また、劣化等に の遊

対

具点検及び砂場清掃を

象

実施した。また、劣化



算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 8,412 6,701

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 1,380 682

一般財源 7,032 6,019

正規職員 0.3 0.3
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 1.2 1.2

正規職員 2,111.1 2,111.1

人　員 会計年度（フル）

内

0.0 0.0

コスト 会

部

計年度（パート） 2,

評

122.8 2,122

価

.8

計 4,233.9

【

4,233.9

市民一

二

人当たりの経費 0.2

次

0.2

総額 12,64

】

5.9 10,934.

2

9

（単位：千円）

令和

頁

 5年度決算　事業費

指

の内訳

主な節 金額 内容

 

7節  報償費 0

公園

標

の光熱水費341、遊

 

具・トイレ等の修繕2

名

165、消耗品145

算

10節 需用費 2,6

　

51

公園遊具の定期点

　

検・砂場の清掃823

式

、公園の清掃278、

単

整枝剪定等の委託
12

位

節 委託費 3,496

年

1488、公園管理シ

　

ルバー907

公園遊具

　

等新設676、公園遊

度

具等撤去・更新104

令

0
14節 工事請負費

和

1,716

18節 負

 

担金補助及び交付金 0

3

手数料220、公園土

年

地借上料313、原材

度

料費16
その他 549

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 公園遊具等の修繕・撤去・更新数

算　　式 単位 数

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 10 10 10 10 10
目 標 値

実 績 11 10 11

指標選定 安心・安全な公園とするため、職員による毎月の日常点検、専門業者による遊具定期点検を実施し、劣化した

の 理 由 遊具やベンチ等を修繕・撤去・更新する。

最終年度 年１回の専門業者による遊具定期点検により、総合判定基準の低い遊具等を優先的に修繕・撤去・更新してい

目標の根拠 く。

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名



委

達成度は十分か

有 効

託

 性 ・市民生活上の課

費

題解決に貢献している

1

か 大変有効

・行政内部

4

の管理上の課題解決に

節

貢献しているか

・事業

 

の目的が達成できるよ

工

うな事業内容になって

事

いるか

老若男女問わず

請

誰もが、公園等を安全

負

かつ快適に利用するた

費

め、遊具等の定期的な

1

点検のうえ、必要な修

8

繕及

び新設を随時行っ

節

ている。
評   価

コ

 

メント

・成果を落とさ

負

ずにコストを削減する

担

方法はあるか

効 率 

金

性 ・効率性向上に努め

補

ているか 変わらない

・

助

使用料などの受益者負

及

担や補助対象事業の範

び

囲など、財源確保の余

交

地はないか

従前より日

付

常的な遊具点検は職員

金

が定期的に実施し、年

そ

に１回、業者による専

の

門的点検を実施するな

他

ど、安全

に配慮しなが

Ｃ

ら効率化に努めている

Ｈ

。
評   価

コメント

Ｅ

振り返り（決算年度の

Ｃ

取組み課題）

職員によ

Ｋ

る毎月の日常点検、専

個

門業者による年１回の

別

遊具点検及び砂場清掃

評

を実施した。また、劣

価

化等による修繕・更新

項

等を実施し、安全への

目

対策を図った。公園内

評

の支障木剪定や草刈り

価

、公園の清掃（トイレ

観

含む）等により、誰も

点

が安心し

て利用できる

評

公園とした。

価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

公園

令

の光熱水費413、修

和

繕1000、消耗品1

 

44
10節 需用費 1

6

,557

公園遊具の定

年

期点検・砂場の清掃9

度

26、公園の清掃29

当

1、整枝剪定等の委託

初

12節 委託費 3,7

予

17
1500、公園管

算

理シルバー1000

公

　

園遊具等新設405、

事

公園遊具等撤去・更新

業

429
14節 工事請

費

負費 834

労働安全衛

の

生教育受講料30、公

内

園緑地講習会参加費2

訳

8
18節 負担金補助

主

及び交付金 58

旅費3

な

2、手数料117、公

節

園土地借上料313、

金

原材料費17、備品購

額

入費56
その他 535

内

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項

容

目 評価観点 評価内容

・

7

市民の生命・財産を守

節

るため市が実施するこ

 

とが必要不可欠な事業

 

であるか

・行政内部の

報

管理運営上必要な事業

償

であるか

必 要 性 ・

費

市が主体となり実施す

1

べき事業か 必要不可欠

0

・法的な根拠や公的関

節

与の妥当性はあるか

・

 

目的は結果（施策の目

需

指す理想）に結びつい

用

ているか

市が実施しな

費

ければならない必要不

1

可欠な事業である。

 

2

評   価

コメント

・

節

事業の成果は上がって

 

いるか

・目標に対する



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

安心安全な公園のために適切な事業を推進できた 魅力ある公園・緑地を維持するため、遊具等の

内

計画的

な点検、修繕及

部

び新設を行う必要があ

評

る。

外部評価

次年度以

価

降の方向性

外部評価コ

【

メント

二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

ゃん企業訪問・ゆるキ

規

ャラ デン事業の実施、

完

ガーデンづくり講習会

了

の開催、かん

GP参加

事

、SNS投稿ほか なち

業

ゃん企業訪問、花と緑

ゼ

のＳＮＳ投稿ほか

令和

ロ

 4年度　実績 令和 

予

5年度　実績

　市花壇

算

等の整備・管理、花苗

事

援助事業及びカンナ球

業

　市花壇等の整備・管

担

理、花苗援助事業及び

当

カンナ球

根の配布、フ

者

ラワーロード等道路沿

全

い花壇の整備・管 根の

体

配布、フラワーロード

計

等道路沿い花壇の整備

画

・管

理、コンテナガー

経

デン等作品展の開催、

費

オープンガー 理、コン

区

テナガーデン等作品展

分

の開催、オープンガー

内

デン事業の実施、ガー

線

デンづくり講習会の開

事

催、花と デン事業の実

務

施、ガーデンづくり講

事

習会の開催、かん

緑の

業

ＳＮＳ投稿ほか なちゃ

名

ん着ぐるみ活用、花と

所

緑のＳＮＳ投稿ほか

令

　

和 6年度　予定 令和

　

 7年度　予定

　市花

属

壇等の整備・管理、花

施

苗援助事業及びカンナ

　

球 　市花壇等の整備・

　

管理、花苗援助事業及

策

びカンナ球

根の配布、

会

フラワーロード等道路

計

沿い花壇の整備・管 根

予

の配布、フラワーロー

算

ド等道路沿い花壇の整

科

備・管

理、コンテナガ

目

ーデン等作品展の開催

科

、オープンガー 理、コ

目

ンテナガーデン等作品

事

展の開催、オープンガ

業

ー

デン事業の実施、ガ

事

ーデンづくり講習会の

業

開催、かん デン事業の

目

実施、ガーデンづくり

的

講習会の開催、かん

な

事

ちゃん着ぐるみ活用、

業

花と緑のＳＮＳ投稿ほ

概

か なちゃん着ぐるみ活

要

用、花と緑のＳＮＳ投

・

稿ほか

効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 千葉　剛成

全体計画 経費区分 － 内線 3523

事務事業名 4230 花と緑のまちづくり事業

所　　属 200200 まちづくり推進部・まちづくり課

施　　策 05032600 須坂らしい景観づくりの推進

会計 01 一般会計
予算

科目 080403 土木費・都市計画費・公園事業費
科目

事業 020000 花と緑のまちづくり事業

事業目的 事業概要・効果 

市民参加によって花を育てることで、感性ある人づく 市花壇等の整備・管理、花苗援助事業及びカンナ球根

りが進められ、快適な生活環境と当市を訪れる方にと の配布、フラワーロード等道路沿い花壇の整備・管理

って、やさしさと魅力あふれる温かいまちとなるよう を行うことによって、市民の皆さまの心の潤いや快適

事

内

業を行う。 な生活環境

部

づくりが進められると

評

ともに、観光客の皆

さ

価

まもお迎えしている。

【

コンテナガーデン等作

二

品展の開催、オープン

次

ガーデン

事業の実施、

】

ガーデンづくり講習会

1

の開催によって、

自主

頁

的に地域の花づくりや

令

緑化運動に取り組める

和

人材

育成を図る。

かん

　

なちゃんによる企業訪

６

問、花と緑のまちづく

年

り事

業のＳＮＳ投稿ほ

度

かで事業のＰＲを行う

　

。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度

行

実績及び予定

令和 2

政

年度　実績 令和 3年

評

度　実績

　市花壇等の

価

整備・管理、花苗援助

事

事業及びカンナ球 　市

業

花壇等の整備・管理、

別

花苗援助事業及びカン

シ

ナ球

根の配布、フラワ

ー

ーロード等道路沿い花

ト

壇の整備・管 根の配布

実

、フラワーロード等道

計

路沿い花壇の整備・管

対

理、コンテナガーデン

象

等作品展の開催、オー

評

プンガー 理、コンテナ

価

ガーデン等作品展の開

対

催、オープンガー

デン

象

事業の実施、かんなち



る

の 理 由 交流の場となり、それぞれの家へ、町へと花が広がっていくことを期待し、庭園数の確保に努めたい。

最終年度 平成24年度の58軒をピークに減少傾向にあるため、現状維持を目標とした。 

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 8,933 16,401

国庫支出金 1,834 2,001

特 定 都道府県

内

支出金 0 0

財 源 地方

部

債 0 0

その他 0 0

一般

評

財源 7,099 14,

価

400

正規職員 0.3

【

0.3
人員数

会計年度

二

（フル） 0.0 0.0

次

（人）
会計年度（パー

】

ト） 1.4 1.4

正規

2

職員 2,111.1 2

頁

,111.1

人　員 会

指

計年度（フル） 0.0

 

0.0

コスト 会計年度

標

（パート） 2,476

 

.6 2,476.6

計

名

4,587.7 4,5

算

87.7

市民一人当た

　

りの経費 0.3 0.4

　

総額 13,520.7

式

20,988.7

（単

単

位：千円）

令和 5年

位

度決算　事業費の内訳

年

主な節 金額 内容

講師謝

　

礼45、謝礼16
7節

　

  報償費 61

花苗等

度

消耗品他2284、燃

令

料費131、オープン

和

ガーデンマップ印刷費

 

821、修
10節 需

3

用費 3,588
繕料3

年

52

花壇管理シルバー

度

人材センター委託59

令

9
12節 委託費 59

和

9

14節 工事請負費

 

0

全日本花いっぱい連

4

盟負担金8、日本花の

年

会負担金50
18節 

度

負担金補助及び交付金

令

58

会計年度職員報酬

和

・手当3514、会計

 

年度職員社会保険料7

5

77、旅費149、役

年

その他 4,627
務費

度

181（郵便料26、

令

手数料138、保険料

和

17)、公課費6

 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 花苗援助団体数

算　　式 単位 団体

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 40 40 40 40 40
目 標 値

実 績 48 45 46

指標選定 町なかの緑化推進のため、自主的に緑化・花づくりを行う団体を増やしたい。

の 理 由

最終年度 援助団体数が減少傾向にあるため、現状維持を目標とした。

目標の根拠

指 標 名 信州須坂オープンガーデン参加庭園数

算　　式 単位 庭数

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 41 41 41 41 41
目 標 値

実 績 41 39 39

指標選定 市民の皆さんが丹精込めて育てた庭を一般公開していただくことで、花や緑がもたらす楽しさや魅力を伝え



委

、会議において統一し

託

た方針を確認し、市と

費

して全庁的な取り組み

1

を

行っている。
評  

4

 価

コメント

・事業の

節

成果は上がっているか

 

・目標に対する達成度

工

は十分か

有 効 性 ・

事

市民生活上の課題解決

請

に貢献しているか 有効

負

・行政内部の管理上の

費

課題解決に貢献してい

1

るか

・事業の目的が達

8

成できるような事業内

節

容になっているか

市民

 

等との協働作業により

負

、道路沿いや公共施設

担

等の花壇は80か所を

金

超え、オープンガーデ

補

ンは39庭園の参加

が

助

あるなど、市民の生活

及

環境向上などに資して

び

いる
評   価

コメン

交

ト

・成果を落とさずに

付

コストを削減する方法

金

はあるか

効 率 性 ・

そ

効率性向上に努めてい

の

るか 変わらない

・使用

他

料などの受益者負担や

Ｃ

補助対象事業の範囲な

Ｈ

ど、財源確保の余地は

Ｅ

ないか

地方創生推進交

Ｃ

付金「恋人の聖地事業

Ｋ

」を活用している。

評

個

   価

コメント

振り

別

返り（決算年度の取組

評

み課題）

地域の区や地

価

元企業、ボランティア

項

団体等との継続的な協

目

働の取り組みにより、

評

道路沿いや公共施設等

価

の花壇が適切に維

持管

観

理された。またオープ

点

ンガーデンは39庭園

評

の参加がある。これら

価

により快適な生活環境

内

と来訪者にやさしい、

容

温かい

魅力ある「ふる

・

さと」づくりに資する

市

ことができた。

民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

講師謝礼45、謝礼3

令

7節  報償費 48

花

和

苗等消耗品他2265

 

、燃料費197、食糧

6

費7、オープンガーデ

年

ンマップ印刷
10節 

度

需用費 3,236
費6

当

87、修繕費80

オー

初

プンガーデン映像制作

予

委託2019、花壇管

算

理シルバー人材センタ

　

ー委託
12節 委託費

事

2,709
690

14

業

節 工事請負費 0

花と

費

緑のまちづくり事業3

の

0周年記念事業実行委

内

員会負担金2600、

訳

全日本花
18節 負担

主

金補助及び交付金 2,

な

658
いっぱい連盟負

節

担金8、日本花の会負

金

担金50

会計年度職員

額

報酬・手当6154、

内

会計年度職員社会保険

容

料1017、旅費24

7

8、
その他 7,750

節

役務費324、公課費

 

7

ＣＨＥＣＫ

個別評価

 

項目 評価観点 評価内容

報

・市民の生命・財産を

償

守るため市が実施する

費

ことが必要不可欠な事

1

業であるか

・行政内部

0

の管理運営上必要な事

節

業であるか

必 要 性

 

・市が主体となり実施

需

すべき事業か 高い

・法

用

的な根拠や公的関与の

費

妥当性はあるか

・目的

1

は結果（施策の目指す

2

理想）に結びついてい

節

るか

花と緑のまちづく

 

り推進委員会を設置し



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

事業を通じて地域内外の人との交流を深め、今後も潤 市民参加によって花を育てることは、潤い

内

ある快適な

いのあるま

部

ちづくりに貢献してい

評

く。 生活環境づくりに

価

繋がる。

外部評価

次年

【

度以降の方向性

外部評

二

価コメント

次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

・緑地整備（除草等）

規

・竜ヶ池の水質改善（

完

一部入替） ・竜ヶ池の

了

水質改善（一部入替）

事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 中澤雄一

全体計画 経費区分 － 内線 245-1770

事務事業名 4233 臥竜公園管理事業

所　　属 200200 まちづくり推進部・まちづくり課

施　　策 05032600 須坂らしい景観づくりの推進

会計 01 一般会計
予算

科目 080404 土木費・都市計画費・臥竜公園管理事務所費
科目

事業 020000 臥竜公園管理事業

事業目的 事業概要・効果 

臥竜公園の維持管理と整備 市民の憩いの場としての都市公園整備を充実する。動

物園と一体となった観光拠点としての誘客が図れる。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

・桜樹勢回復(病害虫対策、EMボカシ肥作成、施肥、 ・桜樹勢回復(病害虫対策、EMボカシ肥作成、施肥、

内

土壌改良、整枝剪定）

部

土壌改良、整枝剪定）

評

・松保全（整枝剪定）

価

・松保全（整枝剪定）

【

・緑地整備（除草等）

二

・緑地整備（除草等）

次

・竜ヶ池の水質改善（

】

一部入替） ・竜ヶ池の

1

水質改善（一部入替）

頁

令和 4年度　実績 令

令

和 5年度　実績

・桜

和

樹勢回復(病害虫対策

　

、固形肥料の施肥、土

６

壌改 ・桜樹勢回復(病

年

害虫対策、固形肥料の

度

施肥、土壌改

良、整枝

　

剪定） 良、整枝剪定）

行

・松保全（整枝剪定）

政

・松保全（整枝剪定）

評

・緑地整備（除草等）

価

・緑地整備（除草等）

事

・竜ヶ池の水質改善（

業

一部入替） ・竜ヶ池の

別

水質改善（一部入替）

シ

令和 6年度　予定 令

ー

和 7年度　予定

・桜

ト

樹勢回復(病害虫対策

実

、固形肥料の施肥、土

計

壌改 ・桜樹勢回復(病

対

害虫対策、固形肥料の

象

施肥、土壌改

良、整枝

評

剪定） 良、整枝剪定）

価

・松保全（整枝剪定）

対

・松保全（整枝剪定）

象

・緑地整備（除草等）



年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 49,658 48,581

国庫支出金 5,441 3,000

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 6,962 7,205

一般財源 37,255 38,376

正規職員 0.6 0.6
人員数

会計年度（フル） 4.7 1.1
（人）

会計年度（パート） 0.0 4.5

正規職員 4,222.2 4,222.2

人　員 会計年度（フル） 16,830.7 3,939.1

コスト

内

会計年度（パート） 0

部

.0 7,960.5

計

評

21,052.9 16

価

,121.8

市民一人

【

当たりの経費 1.4 1

二

.2

総額 70,710

次

.9 64,702.8

】

（単位：千円）

令和 

2

5年度決算　事業費の

頁

内訳

主な節 金額 内容

7

指

節  報償費 0

消耗品

 

費1,701、燃料費

標

404、印刷製本費2

 

16、光熱水費2,0

名

77、修繕料3,32

算

10節 需用費 7,7

　

19
1

保守点検委託料

　

261、その他委託料

式

10,745　シルバ

単

ー人材センター委託3

位

25
12節 委託費 1

年

1,331

工事請負費

　

814
14節 工事請

　

負費 814

みんなで支

度

える里山整備743、

令

臥竜公園フェスティバ

和

ル負担金5,500、

 

会議
18節 負担金補

3

助及び交付金 6,24

年

8
等出席負担金5

報酬

度

9,355、給料2,

令

561、職員手当2,

和

361、共済費2,4

 

43、旅費163、役

4

務費3
その他 23,5

年

46
08、使用料及び

度

賃借料1,298、原

令

材料費150、備品購

和

入費4,900、公課

 

費7

5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 須坂市動物園入園者数

算　　式 年間入園者数 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000
目 標 値

実 績 117,242 140,540 126,996

指標選定 公園利用者だけを算出することは出来ないので動物園の来園者を指標にする。

の 理 由

最終年度 過去の実績を基に算定。

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6



委

いるか

市民憩いの場で

託

あり、県内はもとより

費

国内外から多くの観光

1

客が訪れる公園として

4

、竜ヶ池周辺の更新や

節

臥竜

山の松の植樹、竜

 

ヶ池の水質改善等、維

工

持管理は重要です。
評

事

   価

コメント

・事

請

業の成果は上がってい

負

るか

・目標に対する達

費

成度は十分か

有 効 

1

性 ・市民生活上の課題

8

解決に貢献しているか

節

大変有効

・行政内部の

 

管理上の課題解決に貢

負

献しているか

・事業の

担

目的が達成できるよう

金

な事業内容になってい

補

るか

長野県森林づくり

助

県民税を活用し課題の

及

早期解決に努めている

び

。竜ヶ池の水質は前年

交

度に比較して改善の方

付

向

にある。
評   価

金

コメント

・成果を落と

そ

さずにコストを削減す

の

る方法はあるか

効 率

他

 性 ・効率性向上に努

Ｃ

めているか 向上

・使用

Ｈ

料などの受益者負担や

Ｅ

補助対象事業の範囲な

Ｃ

ど、財源確保の余地は

Ｋ

ないか

竜公園施設整備

個

、臥竜山の里山整備等

別

の補助事業の財源を確

評

保しながら進めている

価

。

評   価

コメント

項

振り返り（決算年度の

目

取組み課題）

臥竜公園

評

が市民の憩いの場とし

価

て魅力ある環境整備に

観

努める。

樹木の整枝剪

点

定伐採等はお客様の安

評

全管理のために早期対

価

応に努め、長野県森林

内

づくり県民税を活用し

容

整備に努める。

竜ヶ池

・

の水の入れ替えは、費

市

用をかけずに行える有

民

効な手段であり、継続

の

していきたい。

 

生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費1,678、燃料

和

費423、食糧費15

 

、印刷製本費217、

6

光熱水費2,620、

年

10節 需用費 7,2

度

50
修繕料2,297

当

保守点検委託料316

初

、その他委託料11,

予

456、シルバー人材

算

センター委託料5
12

　

節 委託費 12,34

事

6
74

14節 工事請

業

負費 0

みんなで支える

費

里山整備1,074、

の

臥竜公園フェスティバ

内

ル負担金5,500、

訳

出
18節 負担金補助

主

及び交付金 6,582

な

席負担金8

報酬9,7

節

46、給料2,636

金

、職員手当等4,29

額

2、共済費2,827

内

、旅費172、役務
そ

容

の他 22,403
費5

7

72、使用料及び賃借

節

料1,388、原材料

 

費326、備品購入費

 

429,公課費15

Ｃ

報

ＨＥＣＫ

個別評価

項目

償

評価観点 評価内容

・市

費

民の生命・財産を守る

1

ため市が実施すること

0

が必要不可欠な事業で

節

あるか

・行政内部の管

 

理運営上必要な事業で

需

あるか

必 要 性 ・市

用

が主体となり実施すべ

費

き事業か 必要不可欠

・

1

法的な根拠や公的関与

2

の妥当性はあるか

・目

節

的は結果（施策の目指

 

す理想）に結びついて



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 進め方の改善（拡大） 次年度以降の方向性 進め方の改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

市内外から多くの人々が訪れる施設であり、安全を第 動物園と一体となった市民の憩いの場とし

内

ての都市公

一に考えた

部

施設管理が必要。 園の

評

適切な維持管理は観光

価

誘客の面からも重要で

【

ある

。

外部評価

次年度

二

以降の方向性

外部評価

次

コメント

】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 中澤雄一

全体計画 経費区分 － 内線 245-1770

事務事業名 16196 臥竜公園施設整備事業

所　　属 200200 まちづくり推進部・まちづくり課

施　　策 05032600 須坂らしい景観づくりの推進

会計 01 一般会計
予算

科目 080404 土木費・都市計画費・臥竜公園管理事務所費
科目

事業 030000 臥竜公園施設整備事業

事業目的 事業概要・効果 

2031年の竜ヶ池開池100周年を踏まえ、臥竜公園の市 臥竜公園の次世代に残す、魅力が向上する施設整備を

民の憩いの場としての魅力ある環境整備を進める 進める。

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

・博物館前公衆トイレの和式トイレを洋式トイレ等に 臥竜公

内

園管理事業で進める

改

部

修。

・臥竜公園の次世

評

代に残す魅力向上施設

価

整備を実施。

令和 4

【

年度　実績 令和 5年

二

度　実績

竜ヶ池周遊路

次

の舗装や周遊路内の滝

】

見橋、臥竜橋等の 臥竜

1

公園管理事業で進める

頁

整備改修を行う。

令和

令

 6年度　予定 令和 

和

7年度　予定

臥竜公園

　

の親水広場を、年間を

６

通して有効に使用でき

年

臥竜公園管理事業で進

度

める

る多目的広場とし

　

て整備を行う。

行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 0 11,000

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 8,000

一般財源 0 3,000

正規職員 0.1 0.1
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 703.7 703.7

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 703.7 703.7

市民一人当たりの経費 0.0 0.2

総

内

額 703.7 11,7

部

03.7

（単位：千円

評

）

令和 5年度決算　

価

事業費の内訳

主な節 金

【

額 内容

7節  報償費

二

0

10節 需用費 0

1

次

2節 委託費 0

14節

】

 工事請負費 0

18節

2

 負担金補助及び交付

頁

金 0

その他 0

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 須坂市動物園入園者数

算　　式 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000
目 標 値

実 績 117,242 140,540 126,996

指標選定 公園利用者だけを算出することは出来ないので動物園の来園者を指標にする。

の 理 由

最終年度 過去の実績を基に算定

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年



委

価

コメント

・成果を落

託

とさずにコストを削減

費

する方法はあるか

効 

1

率 性 ・効率性向上に

4

努めているか 向上

・使

節

用料などの受益者負担

 

や補助対象事業の範囲

工

など、財源確保の余地

事

はないか

施設整備には

請

多額の費用が必要であ

負

り、補助金等を活用し

費

て財源を確保に努めた

1

い。

評   価

コメン

8

ト

振り返り（決算年度

節

の取組み課題）

施設整

 

備には多額の費用が必

負

要であり、補助金等を

担

活用して施設整備を進

金

めることが必要。

補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

測量設計

和

委託料1,000
12

 

節 委託費 1,000

6

工事請負費10,00

年

0
14節 工事請負費

度

10,000

18節 

当

負担金補助及び交付金

初

0

その他 0

ＣＨＥＣＫ

予

個別評価

項目 評価観点

算

評価内容

・市民の生命

　

・財産を守るため市が

事

実施することが必要不

業

可欠な事業であるか

・

費

行政内部の管理運営上

の

必要な事業であるか

必

内

 要 性 ・市が主体と

訳

なり実施すべき事業か

主

高い

・法的な根拠や公

な

的関与の妥当性はある

節

か

・目的は結果（施策

金

の目指す理想）に結び

額

ついているか

市民の憩

内

いの公園であり、多く

容

の観光客が訪れる公園

7

として、魅力アップ対

節

策を進めることが市全

 

体の経済効

果や活性化

 

に波及できる。
評  

報

 価

コメント

・事業の

償

成果は上がっているか

費

・目標に対する達成度

1

は十分か

有 効 性 ・

0

市民生活上の課題解決

節

に貢献しているか 大変

 

有効

・行政内部の管理

需

上の課題解決に貢献し

用

ているか

・事業の目的

費

が達成できるような事

1

業内容になっているか

2

予てからの課題（魅力

節

アップ）について解決

 

が図られる。

評   



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

施設整備には多額の費用が必要であり、補助金等を活 市民の憩いの場である公園の適切な施設整

内

備は観光誘

用して施設

部

整備を進めることが必

評

要。 客の面からも重要

価

である。

外部評価

次年

【

度以降の方向性

外部評

二

価コメント

次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 黒岩一視

全体計画 経費区分 － 内線 026-245-1770

事務事業名 4234 動物園管理運営事業

所　　属 200200 まちづくり推進部・まちづくり課

施　　策 05032600 須坂らしい景観づくりの推進

会計 01 一般会計
予算

科目 080404 土木費・都市計画費・臥竜公園管理事務所費
科目

事業 040000 動物園管理運営事業

事業目的 事業概要・効果 

来園者に親しまれるとともに市民の憩いの場となる動  動物の展示方法の工夫、様々なイベントの実施、園

物園にする 内でゆっくりとくつろげる空間づくり等を行い、「い

やし、ふれあい」を提供することにより入園者増を図

る

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

入園

内

者：104,947人

部

入園者：117,24

評

2人

令和 4年度　実

価

績 令和 5年度　実績

【

入園者：140,54

二

0人 入園者：126,

次

996人

令和 6年度

】

　予定 令和 7年度　

1

予定

入園者：150,

頁

000人 入園者：15

令

0,000人

和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 88,805 97,200

国庫支出金 495 750

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 22,804 19,314

一般財源 65,506 77,136

正規職員 2.7 1.5
人員数

会計年度（フル） 0.0 11.3
（人）

会計年度（パート） 14.7 5.5

正規職員 18,999.9 10,555.5

人　員 会計年度（フル） 0.0 40

内

,465.3

コスト 会

部

計年度（パート） 26

評

,004.3 9,72

価

9.5

計 45,004

【

.2 60,750.3

二

市民一人当たりの経費

次

2.6 3.0

総額 13

】

3,809.2 157

2

,950.3

（単位：

頁

千円）

令和 5年度決

指

算　事業費の内訳

主な

 

節 金額 内容

写生大会審

標

査員等謝礼203
7節

 

  報償費 203

消耗

名

品費1,472 燃料

算

費565 印刷製本費

　

1,049 光熱水費

　

6,759 修繕料5

式

,867
10節 需用

単

費 24,438
飼料費

位

8,182 医薬材料

年

費544

施設管理1,

　

531　支障木伐採8

　

80　イベント実施9

度

90　横断幕作成14

令

5　仮設
12節 委託

和

費 4,324
足場設置

 

432　その他346

3

工事請負費1,240

年

14節 工事請負費 1

度

,240

日本動物園水

令

族館協会負担金250

和

 その他43
18節 

 

負担金補助及び交付金

4

293

会計年度任用職

年

員人件費53,473

度

　旅費353　役務費

令

1,529　使用料2

和

97　原
その他 58,

 

307
材料費888　

5

備品購入215　積立

年

金1,547　その他

度

5

令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 須坂市動物園入園者数

算　　式 年間入園者数 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 150,000人 150,000人 150,000人 150,000人 150,000人
目 標 値

実 績 117,242 140,540 126,996

指標選定 須坂市動物園の特徴である「ふれあい」と「いやし」を充実することにより、入園者増を図る

の 理 由

最終年度 過去の実績を基に算定

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年



委

の社会的役割（存在意

託

義）

（一社）日本動物

費

園水族館協会では、①

1

命に触れる憩いの場（

4

レクレーション）②楽

節

しく学ぶ教育
評   

 

価
、環境教育③動物を

工

絶滅させない（種の保

事

存）④動物のことを調

請

べる（調査・研究）の

負

目的を達成する活動を

費

コメント
定めており、

1

①～③の活動を中心に

8

積極的に取り組みとと

節

もに、エデュテイメン

 

ト的（娯楽でありなが

負

ら教育

的）な活動にも

担

注力したい

・事業の成

金

果は上がっているか

・

補

目標に対する達成度は

助

十分か

有 効 性 ・市

及

民生活上の課題解決に

び

貢献しているか 普通

・

交

行政内部の管理上の課

付

題解決に貢献している

金

か

・事業の目的が達成

そ

できるような事業内容

の

になっているか

例年、

他

市の人口の2.5倍を

Ｃ

超える入園者数がある

Ｈ

市を代表する観光施設

Ｅ

でもある。

その半面、

Ｃ

イベントの実施状況や

Ｋ

屋外施設であり天候等

個

に左右されてしまい集

別

客がままならない時も

評

ある
評   価

近年は

価

、夏季期間の猛暑等に

項

より外出を控える人が

目

多いことも集客減少の

評

要因の一つとなってい

価

る
コメント

・成果を落

観

とさずにコストを削減

点

する方法はあるか

効 

評

率 性 ・効率性向上に

価

努めているか 変わらな

内

い

・使用料などの受益

容

者負担や補助対象事業

・

の範囲など、財源確保

市

の余地はないか

施設全

民

体の老朽化による修繕

の

費用や維持管理費用の

生

増加が懸念される

 
評

命

   価

コメント

振り

・

返り（決算年度の取組

財

み課題）

各種ＳＮＳや

産

情報誌等での情報発信

を

を引き続き行う

須坂市

守

動物園の資源である、

る

自然景観が豊か、獣舎

た

と来園者との近さ、そ

め

の迫力さ、飼育員の手

市

作り看板、時には飼育

が

員

との会話など他の動

実

物園にはない独自性を

施

発揮していく取り組み

す

を引き続き模索してい

る

く

ことが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

写生大会審査員謝礼等

令

219
7節  報償費

和

219

消耗品費1,4

 

63 燃料費730　

6

印刷製本費1,180

年

　光熱水費8,314

度

　修繕料4,5
10節

当

 需用費 24,987

初

00　飼料費8,20

予

0　医薬材料費600

算

施設管理1,643　

　

保守点検142　シル

事

バー人材センター42

業

2　その他2,233

費

12節 委託費 4,4

の

40

工事請負費660

内

14節 工事請負費 6

訳

60

日本動物園水族館

主

協会負担金250 そ

な

の他86
18節 負担

節

金補助及び交付金 33

金

6

会計年度任用職員人

額

件費61,683　旅

内

費403　役務費1,

容

655　使用料184

7

　原
その他 66,55

節

8
材料費1,000　

 

備品購入1,332　

 

積立金301

ＣＨＥＣ

報

Ｋ

個別評価

項目 評価観

償

点 評価内容

・市民の生

費

命・財産を守るため市

1

が実施することが必要

0

不可欠な事業であるか

節

・行政内部の管理運営

 

上必要な事業であるか

需

必 要 性 ・市が主体

用

となり実施すべき事業

費

か 高い

・法的な根拠や

1

公的関与の妥当性はあ

2

るか

・目的は結果（施

節

策の目指す理想）に結

 

びついているか

動物園



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

動物園の魅力向上のため、展示方法の工夫、様々なイ 来園者に親しまれ市民の憩いの場である動

内

物園に多く

ベントの実

部

施等工夫を凝らし、園

評

内でゆっくりとくつ の

価

人に来てもらうように

【

展示やイベント等を工

二

夫しな

ろげる空間づく

次

り等を行う。また、維

】

持管理も適切に がら管

4

理運営していくことが

頁

重要である。

行ってい

Ａ

く。

外部評価

次年度以

Ｃ

降の方向性

外部評価コ

Ｔ

メント

ＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 黒岩

全体計画 令和 5年度 ～ 令和 6年度 経費区分 － 内線 026-245-1770

事務事業名 17162 動物園施設整備事業

所　　属 200200 まちづくり推進部・まちづくり課

施　　策 05032600 須坂らしい景観づくりの推進

会計 01 一般会計
予算

科目 080404 土木費・都市計画費・臥竜公園管理事務所費
科目

事業 050000 動物園施設整備事業

事業目的 事業概要・効果 

地域に親しまれる動物園として、より多くの皆さまに ふるさと納税を活用し、新獣舎（ニホンイヌワシ）の

来園及び応援をいただくため、ふるさと納税を活用し 建設を行うことは、須坂市のＰＲ並びに入園者数の増

新獣舎（ニホンイヌワシ）の建設を行う 加に有効である

 

ＰＬＡ

内

Ｎ－ＤＯ

年度実績及び

部

予定

令和 2年度　実

評

績 令和 3年度　実績

価

令和 4年度　実績 令

【

和 5年度　実績

ニホ

二

ンイヌワシ獣舎建設工

次

事に向け設計業務を行

】

う

令和 6年度　予定

1

令和 7年度　予定

ニ

頁

ホンイヌワシ獣舎建設

令

工事を行う

和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 791 37,697

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 791 25,000

一般財源 0 12,697

正規職員 0.2 0.2
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 1,407.4 1,407.4

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 1,407.4 1,407.4

市民一人当たりの経費 0.

内

0 0.7

総額 2,19

部

8.4 39,104.

評

4

（単位：千円）

令和

価

 5年度決算　事業費

【

の内訳

主な節 金額 内容

二

7節  報償費 0

10

次

節 需用費 0

設計業務

】

791
12節 委託費

2

791

14節 工事請

頁

負費 0

18節 負担金

指

補助及び交付金 0

その

 

他 0

標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 須坂市動物園入園者数

算　　式 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000
目 標 値

実 績 117,242 140,540 126,996

指標選定 開園以降、継続して入園者数を把握しているため

の 理 由

最終年度 過去の実績をもとに数値を算定

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値



委

解決に貢献しているか

託

・事業の目的が達成で

費

きるような事業内容に

1

なっているか

須坂市動

4

物園開園60周年記念

節

事業として計画し、更

 

なる動物園の周知及び

工

魅力向上を図る

評  

事

 価

コメント

・成果を

請

落とさずにコストを削

負

減する方法はあるか

効

費

 率 性 ・効率性向上

1

に努めているか 向上

・

8

使用料などの受益者負

節

担や補助対象事業の範

 

囲など、財源確保の余

負

地はないか

施設整備に

担

は多額の費用が必要で

金

あるが、ふるさと納税

補

型クラウドファンディ

助

ングを活用して資金を

及

調達した

評   価

コ

び

メント

振り返り（決算

交

年度の取組み課題）

施

付

設整備には多額の費用

金

が必要であり、財源の

そ

確保が課題

の他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

工事請負費3

 

7,697
14節 工

6

事請負費 37,697

年

18節 負担金補助及

度

び交付金 0

その他 0

Ｃ

当

ＨＥＣＫ

個別評価

項目

初

評価観点 評価内容

・市

予

民の生命・財産を守る

算

ため市が実施すること

　

が必要不可欠な事業で

事

あるか

・行政内部の管

業

理運営上必要な事業で

費

あるか

必 要 性 ・市

の

が主体となり実施すべ

内

き事業か 必要不可欠

・

訳

法的な根拠や公的関与

主

の妥当性はあるか

・目

な

的は結果（施策の目指

節

す理想）に結びついて

金

いるか

ＩＵＣＮ（国際

額

自然保護連合）や環境

内

省の評価では、域外保

容

全が必要な種であり、

7

環境省の保護増殖事業

節

対象

種となっている
評

 

   価
ＪＡＺＡ（一

 

般財団法日本動物園水

報

族館協会）では、ニホ

償

ンイヌワシ計画推進会

費

議を組織し、飼育下で

1

の保護
コメント

増殖を

0

進めている

国内では、

節

10の動物園で48羽

 

を飼育しており貴重種

需

でもある

・事業の成果

用

は上がっているか

・目

費

標に対する達成度は十

1

分か

有 効 性 ・市民

2

生活上の課題解決に貢

節

献しているか 有効

・行

 

政内部の管理上の課題



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

ニホンイヌワシ獣舎の建設には一定を目途がつく 財源を確保し必要な施設整備を計画的に進める

内

。

それ以外の施設整備

部

も計画に沿って進める

評

必要がある

外部評価

次

価

年度以降の方向性

外部

【

評価コメント

二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

建造物登録、歴史的建

規

造物を 1 歴史的建造

完

物審査会、建造物登録

了

、歴史的建造物を

活か

事

したまちづくり事業補

業

助金 活かしたまちづく

ゼ

り事業補助金

2 伝建

ロ

地区の選定と連携して

予

、歴史的建造物の保存

算

活 2 伝建地区の選定

事

と連携して、歴史的建

業

造物の保存活

用に取り

担

組む 用に取り組む

当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 和田敬宏

全体計画 経費区分 － 内線 3530

事務事業名 4236 まちづくり推進事業

所　　属 200200 まちづくり推進部・まちづくり課

施　　策 05032600 須坂らしい景観づくりの推進

会計 01 一般会計
予算

科目 080405 土木費・都市計画費・まちづくり推進費
科目

事業 010000 まちづくり推進事業

事業目的 事業概要・効果 

歴史的・文化的資産である蔵の町並みをいかした、住 ・歴史的建造物を活かしたまちづくりのため、重伝建

みよい活力あるまちづくりを推進する。 地区の選定と連携し、「須坂市歴史的建造物」への登

録及び「須坂市歴史的建造物を活かしたまちづくり事

業補助金」の交付を行う。

 

 

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 

内

2年度　実績 令和 3

部

年度　実績

1 歴史的

評

建造物審査会、建造物

価

登録、歴史的建造物を

【

1 歴史的建造物審査

二

会、建造物登録、歴史

次

的建造物を

活かしたま

】

ちづくり事業補助金 活

1

かしたまちづくり事業

頁

補助金

2 重要伝統的

令

建造物群保存地区の選

和

定に取り組んだ 2 重

　

要伝統的建造物群保存

６

地区の選定に取り組ん

年

だ

 

令和 4年度　実

度

績 令和 5年度　実績

　

1 歴史的建造物審査

行

会、建造物登録、（歴

政

史的建造物 1 歴史的

評

建造物審査会、建造物

価

登録、歴史的建造物を

事

を活かしたまちづくり

業

事業補助金は所有者の

別

意向によ 活かしたまち

シ

づくり事業補助金

り次

ー

年度実施予定） 2 伝

ト

建地区の選定と連携し

実

て、歴史的建造物の保

計

存活

2 伝建地区の選

対

定と連携して、歴史的

象

建造物の保存活 用に取

評

り組む

用に取り組んだ

価

令和 6年度　予定 令

対

和 7年度　予定

1 

象

歴史的建造物審査会、



値
実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 5,178 5,598

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 5,000 4,000

一般財源 178 1,598

正規職員 0.4 0.0
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規

内

職員 2,814.8 0

部

.0

人　員 会計年度（

評

フル） 0.0 0.0

コ

価

スト 会計年度（パート

【

） 0.0 0.0

計 2,

二

814.8 0.0

市民

次

一人当たりの経費 0.

】

2 0.1

総額 7,99

2

2.8 5,598.0

頁

（単位：千円）

令和 

指

5年度決算　事業費の

 

内訳

主な節 金額 内容

歴

標

史的建造物審査会謝礼

 

29
7節  報償費 2

名

9

消耗品費24、燃料

算

費51
10節 需用費

　

75

歴史的建造物登録

　

銘板作成19
12節 

式

委託費 19

14節 工

単

事請負費 0

歴史的建造

位

物を活かしたまちづく

年

り事業補助金5,00

　

0、会議等出席負担金

　

6
18節 負担金補助

度

及び交付金 5,006

令

旅費28、手数料19

和

、郵便料2
その他 49

 

 

3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 須坂市歴史的建造物の累計登録数

算　　式 単位 箇所

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 3 3 3 1 1
目 標 値

実 績 3 3 1

指標選定 歴史的建造物審査会にて、歴史的建物の維持、保存、活用のための方策等について検討し、その結果歴史的建

の 理 由 物の活用が図られ、建物の維持にもつながるため。

最終年度 歴史的建物物審査会にて、歴史的建物の維持、保存、活用のための方策を検討し、実際に活用された建物の数

目標の根拠 の累計を根拠とする。

指 標 名 歴史的建物を活用した新たな施設数（累計）

算　　式 単位 箇所

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 



委

成できるような事業内

託

容になっているか

歴史

費

的建造物の登録を通じ

1

、文化的資産としての

4

認識や伝建の取組の理

節

解が深まっている。

評

 

   価

コメント

・成

工

果を落とさずにコスト

事

を削減する方法はある

請

か

効 率 性 ・効率性

負

向上に努めているか や

費

や向上

・使用料などの

1

受益者負担や補助対象

8

事業の範囲など、財源

節

確保の余地はないか

今

 

後伝建の選定がなされ

負

ると、補助金などの新

担

たな財源確保が可能と

金

なる。

評   価

コメ

補

ント

振り返り（決算年

助

度の取組み課題）

重伝

及

建で特定物件の登録を

び

行っているため、歴史

交

的建造物の登録目標数

付

値の見直しが必要。

金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

歴史的建造物審査会謝

令

礼49
7節  報償費

和

49

消耗品費27、燃

 

料費70、修繕料50

6

10節 需用費 147

年

歴史的建造物登録銘板

度

作成49
12節 委託

当

費 49

14節 工事請

初

負費 0

歴史的建造物を

予

活かしたまちづくり事

算

業補助金5,000、

　

会議出席負担金12
1

事

8節 負担金補助及び

業

交付金 5,012

旅費

費

219、郵便料2、手

の

数料93、保険料18

内

、公課費9
その他 34

訳

1

ＣＨＥＣＫ

個別評価

主

項目 評価観点 評価内容

な

・市民の生命・財産を

節

守るため市が実施する

金

ことが必要不可欠な事

額

業であるか

・行政内部

内

の管理運営上必要な事

容

業であるか

必 要 性

7

・市が主体となり実施

節

すべき事業か 高い

・法

 

的な根拠や公的関与の

 

妥当性はあるか

・目的

報

は結果（施策の目指す

償

理想）に結びついてい

費

るか

市民の財産を守る

1

ために市が実施する事

0

が必要な事業。

評  

節

 価

コメント

・事業の

 

成果は上がっているか

需

・目標に対する達成度

用

は十分か

有 効 性 ・

費

市民生活上の課題解決

1

に貢献しているか 有効

2

・行政内部の管理上の

節

課題解決に貢献してい

 

るか

・事業の目的が達



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

庁内所管課と連携し、重伝建地区の保存と活用の理念 歴史的建造物を保存活用し、須坂市の歴史

内

と特色を活

に基づき、

部

今後も歴史的建造物へ

評

の登録及び補助金の か

価

したまちづくりの推進

【

が必要である。

活用に

二

よる総合的支援を行っ

次

ていく。

外部評価

次年

】

度以降の方向性

外部評

4

価コメント

頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

期間が、年度末までと

規

なるため、 しらふじの

完

有効活用を図る（令和

了

6年度の決定内容に

賃

事

貸借契約の更新につい

業

て検討する。 よる）。

ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 和田敬宏

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3530

事務事業名 8945 街なみ施設管理事業

所　　属 200200 まちづくり推進部・まちづくり課

施　　策 05032600 須坂らしい景観づくりの推進

会計 01 一般会計
予算

科目 080405 土木費・都市計画費・まちづくり推進費
科目

事業 020000 街なみ施設管理事業

事業目的 事業概要・効果 

ふれあい館まゆぐらでは、県内外からの観光客や住民 街なみ環境整備事業で整備したまゆぐらを地域のまち

同士の交流が促進される。ふれあい館しらふじは、地 づくりの推進協議会の団体に管理を一部委託し、観光

域の活性化や観光客の誘致など新たな賑わいや交流を 客や市民、住民同士の交流を図る。

創出するため

内

民間活用を行う。 また

部

、しらふじについては

評

民間活用により、地域

価

の活

性化や観光客の誘

【

致など新たな賑わいを

二

創出する事業

を行う。

次

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実

】

績及び予定

令和 2年

1

度　実績 令和 3年度

頁

　実績

ふれあい館まゆ

令

ぐらの施設管理、企画

和

展の開催等 ふれあい館

　

まゆぐらの施設管理、

６

企画展の開催等

しらふ

年

じの有効活用を図るた

度

めの民間活用。 しらふ

　

じの有効活用を図るた

行

めに民間活用。

令和 

政

4年度　実績 令和 5

評

年度　実績

ふれあい館

価

まゆぐらの施設管理、

事

企画展の開催等 ふれあ

業

い館まゆぐらの施設管

別

理、企画展の開催等

し

シ

らふじの有効活用を図

ー

るために民間活用。 し

ト

らふじの有効活用を図

実

るために民間活用。

令

計

和 6年度　予定 令和

対

 7年度　予定

ふれあ

象

い館まゆぐらの施設管

評

理、企画展の開催等 ふ

価

れあい館まゆぐらの施

対

設管理、企画展の開催

象

等

しらふじの民間活用



0

一般財源 2,127 2,258

正規職員 0.4 0.0
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.4 0.0

正規職員 2,814.8 0.0

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 707.6 0.0

計 3,522.4 0.0

市民一人当たりの経費 0.1 0.1

総額 5,911.4 2,858.0

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

消耗品費38、燃料費77、食糧費39、光熱水費230、修繕料863
10節 需用費 1,247

施設管理

内

業務委託料975、シ

部

ルバー人材センター委

評

託料55
12節 委託

価

費 1,030

14節 

【

工事請負費 0

会議等出

二

席負担金8
18節 負

次

担金補助及び交付金 8

】

 

電話40、手数料4

2

7、清掃用具借上料1

頁

7　
その他 104

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 2,389 2,858

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 262 60



委

いるか

2023年度の

託

県内外からの訪問者数

費

は約3000人で、施

1

設を訪れる観光客や住

4

民同士の交流が促進さ

節

れている。し

らふじは

 

、地域の活性化や観光

工

客の誘致など民間事業

事

者により行われている

請

。
評   価

コメント

負

・成果を落とさずにコ

費

ストを削減する方法は

1

あるか

効 率 性 ・効

8

率性向上に努めている

節

か やや向上

・使用料な

 

どの受益者負担や補助

負

対象事業の範囲など、

担

財源確保の余地はない

金

か

樹木の剪定など職員

補

でできるものは対応し

助

、コスト削減に努めた

及

。

評   価

コメント

び

振り返り（決算年度の

交

取組み課題）

2019

付

年須坂市しらふじ活用

金

事業に係るプロポーザ

そ

ル「企画提案書」には

の

、交流事業について実

他

施する記載があるが、

Ｃ

コロ

ナ禍などの状況も

Ｈ

あり、実施できていな

Ｅ

かった。賃貸借契約の

Ｃ

更新（５年）には、交

Ｋ

流事業の見直しについ

個

て活用事業者

と十分に

別

協議を行う必要がある

評

。

価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費39、燃料費81

和

、食糧費50、印刷製

 

本費84、光熱水費3

6

08、修繕料8
10節

年

 需用費 1,450
8

度

8

施設管理業務委託料

当

1188、シルバー人

初

材センター委託料90

予

12節 委託費 1,2

算

78

14節 工事請負

　

費 0

会議等出席負担金

事

8
18節 負担金補助

業

及び交付金 8

電話料4

費

8、手数料56、清掃

の

用具借上料18
その他

内

122

ＣＨＥＣＫ

個別

訳

評価

項目 評価観点 評価

主

内容

・市民の生命・財

な

産を守るため市が実施

節

することが必要不可欠

金

な事業であるか

・行政

額

内部の管理運営上必要

内

な事業であるか

必 要

容

 性 ・市が主体となり

7

実施すべき事業か 高い

節

・法的な根拠や公的関

 

与の妥当性はあるか

・

 

目的は結果（施策の目

報

指す理想）に結びつい

償

ているか

市が主体とな

費

り実施すべき事業であ

1

る。

評   価

コメン

0

ト

・事業の成果は上が

節

っているか

・目標に対

 

する達成度は十分か

有

需

 効 性 ・市民生活上

用

の課題解決に貢献して

費

いるか 有効

・行政内部

1

の管理上の課題解決に

2

貢献しているか

・事業

節

の目的が達成できるよ

 

うな事業内容になって



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

今後もまゆぐらを観光客や市民、住民同士の交流の場 まゆぐら、しらふじを観光資源として、地

内

域の活性化

として活用

部

し、しらふじについて

評

についても、地域活 や

価

賑わい創出につながる

【

ように活かしていくこ

二

とが重

性化に貢献でき

次

る施設となるよう、よ

】

り良い方策を検 要であ

4

る。

討していく。

外部

頁

評価

次年度以降の方向

Ａ

性

外部評価コメント

ＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 和田

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3530

事務事業名 8307 景観事業

所　　属 200200 まちづくり推進部・まちづくり課

施　　策 05032600 須坂らしい景観づくりの推進

会計 01 一般会計
予算

科目 080405 土木費・都市計画費・まちづくり推進費
科目

事業 030000 景観事業

事業目的 事業概要・効果 

須坂らしい景観を市民との共創により守り育て、将来 須坂市の良好な景観を守り育てるため、須坂市景観計

の子どもたちにより良い景観として残し伝えていく。 画に基づき景観行政を推進する。「須坂市屋外広告物

条例」による規制及び安全なものとなるよう指導の実

施に努める。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3

内

年度　実績

１　景観計

部

画に基づく事前届出、

評

指導等 １　景観計画に

価

基づく事前届出、指導

【

等

２　景観計画の見直

二

し及び屋外広告物条例

次

制定に向け ２　景観計

】

画の見直し及び屋外広

1

告物条例制定に向け

　

頁

た支援業務を委託 　た

令

支援業務委託が完了

令

和

和 4年度　実績 令和

　

 5年度　実績

１　景

６

観計画に基づく事前協

年

議・届出、指導等 １　

度

景観計画に基づく事前

　

協議・届出、指導等

２

行

　景観計画の見直し及

政

び屋外広告物条例を施

評

行 ２　屋外広告物条例

価

に基づく許可申請、指

事

導等

３　屋外広告物条

業

例に基づく許可申請、

別

指導等

令和 6年度　

シ

予定 令和 7年度　予

ー

定

１　景観計画に基づ

ト

く事前協議・届出、指

実

導等 １　景観計画に基

計

づく事前協議・届出、

対

指導等

２　屋外広告物

象

条例に基づく許可申請

評

、指導等 ２　屋外広告

価

物条例に基づく許可申

対

請、指導等

象



正規職員 0.5 0.0
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 3,518.5 0.0

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 3,518.5 0.0

市民一人当たりの経費 0.1 0.0

総額 3,549.5 81.0

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

12節 委託費 0

14節 工事請負費 0

18節 負担金補助及び交付金 0

委員報酬30、旅費1
その他 31

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 31 81

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 60

一般財源 31 21



委

を落とさずにコストを

託

削減する方法はあるか

費

効 率 性 ・効率性向

1

上に努めているか 変わ

4

らない

・使用料などの

節

受益者負担や補助対象

 

事業の範囲など、財源

工

確保の余地はないか

コ

事

ストをかけずに行って

請

おり、許可手数料も条

負

例に基づき徴収してい

費

る。

評   価

コメン

1

ト

振り返り（決算年度

8

の取組み課題）

202

節

2年7月1日から須坂

 

市屋外広告物条例を施

負

行し、景観計画の一部

担

改正を施行した。条例

金

が施行されたことによ

補

り届出が

必要となった

助

ものについて、202

及

5年6月末までに申請

び

していただくように指

交

導が必要。

付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

18節 負担

6

金補助及び交付金 0

景

年

観審議会委員報酬78

度

、費用弁償3
その他 8

当

1

ＣＨＥＣＫ

個別評価

初

項目 評価観点 評価内容

予

・市民の生命・財産を

算

守るため市が実施する

　

ことが必要不可欠な事

事

業であるか

・行政内部

業

の管理運営上必要な事

費

業であるか

必 要 性

の

・市が主体となり実施

内

すべき事業か 高い

・法

訳

的な根拠や公的関与の

主

妥当性はあるか

・目的

な

は結果（施策の目指す

節

理想）に結びついてい

金

るか

景観法、屋外広告

額

物法、須坂市景観をい

内

かしたまちづくり条例

容

、須坂市屋外広告物条

7

例に基づき取り組んで

節

い

る。
評   価

コメ

 

ント

・事業の成果は上

 

がっているか

・目標に

報

対する達成度は十分か

償

有 効 性 ・市民生活

費

上の課題解決に貢献し

1

ているか 有効

・行政内

0

部の管理上の課題解決

節

に貢献しているか

・事

 

業の目的が達成できる

需

ような事業内容になっ

用

ているか

許可基準や条

費

例に基づいた届出や許

1

可申請を行なうことで

2

、良好な景観の保全に

節

つながっている。

評 

 

  価

コメント

・成果



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

今後も屋外広告物条例に沿って適正な指導監理の実施 須坂市独自の「景観計画」及び「屋外広告

内

物条例」に

に努める。

部

より、地域の実情に応

評

じた適切な景観の保全

価

に努めて

いく必要があ

【

る。

外部評価

次年度以

二

降の方向性

外部評価コ

次

メント

】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

ロール等を実施する。

規

投棄を防止するため、

完

パトロール等を実施す

了

る。

令和 6年度　予

事

定 令和 7年度　予定

業

分別回収、資源物拠点

ゼ

回収、生ごみ堆肥化処

ロ

理容器・

処理機購入費

予

補助金の交付、資源回

算

収報奨金の交付等

を実

事

施し、ごみの減量、資

業

源化に努める。また、

担

不法

投棄を防止するた

当

め、パトロール等を実

者

施する。

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 田村栄敏

全体計画 経費区分 － 内線 3254

事務事業名 4126 ごみ減量・再資源化事業

所　　属 121000 市民環境部・生活環境課

施　　策 05032700 循環型社会の推進と地球温暖化対策

会計 01 一般会計
予算

科目 040105 衛生費・保健衛生費・環境衛生費
科目

事業 030000 ごみ減量・再資源化事業

事業目的 事業概要・効果 

ごみの減量・リサイクルを推進し、循環型社会の形成 ごみの減量・リサイクルを推進することにより、循環

を目指すとともに、不法投棄の防止対策を図る。 型社会の形成を目指し、ごみ処理費用の削減を図る。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

「生ごみ出しません袋」の無料配付、資源物

内

の拠点回 分別回収、資

部

源物拠点回収、生ごみ

評

堆肥化処理容器・

収、

価

家庭用生ごみ推肥化処

【

理容器購入費の補助、

二

生ご 処理機購入費補助

次

金の交付、資源回収報

】

償金の交付等

み推肥化

1

講習会等を実施し、ご

頁

みの減量、資源化に努

令

を実施し、ごみの減量

和

、資源化に努める。ま

　

た、不法

める。また、

６

不法投棄を防止するた

年

め、パトロール等 投棄

度

を防止するため、パト

　

ロール等を実施する。

行

を実施する。

令和 4

政

年度　実績 令和 5年

評

度　実績

分別回収、資

価

源物拠点回収、生ごみ

事

堆肥化処理容器・ 分別

業

回収、資源物拠点回収

別

、生ごみ堆肥化処理容

シ

器・

処理機購入費補助

ー

金の交付、資源回収報

ト

償金の交付等 処理機購

実

入費補助金の交付、資

計

源回収報奨金の交付等

対

を実施し、ごみの減量

象

、資源化に努める。ま

評

た、不法 を実施し、ご

価

みの減量、資源化に努

対

める。また、不法

投棄

象

を防止するため、パト



目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 51,508 59,572

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 46,386 51,695

一般財源 5,122 7,877

正規職員 1.3 2.0
人員数

会計年度（フル） 0.4 0.0
（人）

会計年度（パート） 1.2 1.0

正規職員 9,148.1 14,074.0

人　員 会計年度（フル） 1,432.4 0.0

コスト 会計年度（パート） 2,122.8 1,769.0

計 12,703.3 15,843.0

市民一人

内

当たりの経費 1.2 1

部

.4

総額 64,211

評

.3 75,415.0

価

（単位：千円）

令和 

【

5年度決算　事業費の

二

内訳

主な節 金額 内容

資

次

源回収報償金2,54

】

4、謝礼70
7節  

2

報償費 2,614

消耗

頁

品費1,385、燃料

指

費189、印刷製本費

 

1,242、修繕料3

標

03
10節 需用費 3

 

,119

資源物収集2

名

5,256、資源物処

算

理8,083、環境衛

　

生備品作成935、環

　

境指導業
12節 委託

式

費 36,774
務1,

単

696、資源物拠点収

位

集立会等804

14節

年

 工事請負費 0

ごみ集

　

積施設・設備整備補助

　

金350、生ごみ処理

度

機器購入費補助金1,

令

058
18節 負担金

和

補助及び交付金 1,4

 

08

役務費(郵便料、

3

手数料、保険料)2,

年

416、公課費(自動

度

車重量税)32、その

令

その他 7,593
他5

和

,145

 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 一人一日当たりのごみの排出量

算　　式 単位 ｇ

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 745 743 742
目 標 値

実 績 739 750 711

指標選定 総合計画の目標値

の 理 由

最終年度 総合計画の目標値

目標の根拠

指 標 名 マイバッグの持参率

算　　式 単位 ％

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 76 77 78
目 標 値

実 績 83 84 84

指標選定 総合計画の目標値

の 理 由

最終年度 総合計画の目標値

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度



委

ついては衛生的な市民

託

生活を推進するうえで

費

必要不可欠である。

評

1

   価

コメント

・事

4

業の成果は上がってい

節

るか

・目標に対する達

 

成度は十分か

有 効 

工

性 ・市民生活上の課題

事

解決に貢献しているか

請

有効

・行政内部の管理

負

上の課題解決に貢献し

費

ているか

・事業の目的

1

が達成できるような事

8

業内容になっているか

節

廃棄物の現況把握、対

 

策に有効である。

評 

負

  価

コメント

・成果

担

を落とさずにコストを

金

削減する方法はあるか

補

効 率 性 ・効率性向

助

上に努めているか 変わ

及

らない

・使用料などの

び

受益者負担や補助対象

交

事業の範囲など、財源

付

確保の余地はないか

引

金

き続き廃棄物の減量に

そ

努める。

評   価

コ

の

メント

振り返り（決算

他

年度の取組み課題）

廃

Ｃ

棄物の減量について情

Ｈ

報収集・広報等を行い

Ｅ

引き続き務めて行きた

Ｃ

い。

Ｋ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

資源回収報償金4,6

令

20、謝礼60
7節 

和

 報償費 4,680

消

 

耗品費1,381、燃

6

料費200、印刷製本

年

費1,700、修繕料

度

310
10節 需用費

当

3,591

資源物収集

初

27,000、資源物

予

処理委託料9,800

算

、環境衛生備品作成委

　

託料1，
12節 委託

事

費 40,679
200

業

、環境指導業務1,8

費

60、資源物拠点収集

の

立会、819

14節 

内

工事請負費 0

ごみ集積

訳

施設・設備整備補助金

主

350、生ごみ処理機

な

購入費補助金1,00

節

0
18節 負担金補助

金

及び交付金 1,350

額

役務費(郵便料、手数

内

料、保険料)3,23

容

2、公課費(自動車重

7

量税)43、その
その

節

他 9,272
他5,9

 

97

ＣＨＥＣＫ

個別評

 

価

項目 評価観点 評価内

報

容

・市民の生命・財産

償

を守るため市が実施す

費

ることが必要不可欠な

1

事業であるか

・行政内

0

部の管理運営上必要な

節

事業であるか

必 要 

 

性 ・市が主体となり実

需

施すべき事業か 必要不

用

可欠

・法的な根拠や公

費

的関与の妥当性はある

1

か

・目的は結果（施策

2

の目指す理想）に結び

節

ついているか

廃棄物の

 

減量と安定的な処理に



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

廃棄物減量・再資源化はは、環境保全、資源保全、地 ごみ減量・再資源化は、市民生活に密接に

内

関わる事業

球温暖化防

部

止等のため、重要な施

評

策であり、さらに推 で

価

あるため、広報等を行

【

いながらさらに推進さ

二

れたい

進が求められる

次

。 。

外部評価

次年度以

】

降の方向性

外部評価コ

4

メント

頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 田村栄敏

全体計画 経費区分 － 内線 3254

事務事業名 4127 廃プラスチック再資源化事業

所　　属 121000 市民環境部・生活環境課

施　　策 05032700 循環型社会の推進と地球温暖化対策

会計 01 一般会計
予算

科目 040105 衛生費・保健衛生費・環境衛生費
科目

事業 040000 廃プラスチック再資源化事業

事業目的 事業概要・効果 

廃プラスチック類容器包装、ペットボトル等のリサイ 廃プラスチック類容器及びペットボトルの選別、圧縮

クルの促進を図る。 梱包処理を行い、資源化を図る。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

廃プラスチック類容器及びペットボトルの選別、圧縮 プラスチック製容器包装及びペ

内

ットボトルの選別、圧

部

梱包処理を行い、資源

評

化を図る。 縮梱包処理

価

、保管を行い、資源化

【

を図る。

令和 4年度

二

　実績 令和 5年度　

次

実績

プラスチック製容

】

器包装及びペットボト

1

ルの選別、圧 プラスチ

頁

ック製容器包装及びペ

令

ットボトルの選別、圧

和

縮梱包処理、保管を行

　

い、資源化を図る。 縮

６

梱包処理、保管を行い

年

、資源化を図る。

令和

度

 6年度　予定 令和 

　

7年度　予定

プラスチ

行

ック製容器包装及びペ

政

ットボトルの選別、圧

評

縮梱包処理、保管を行

価

い、資源化を図る。

事業別シート

実計対象 評価対象



業費 53,806 57,767

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 8,157 4,717

一般財源 45,649 53,050

正規職員 0.8 0.0
人員数

会計年度（フル） 0.1 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.4 0.0

正規職員 5,629.6 0.0

人　員 会計年度（フル） 358.1 0.0

コスト 会計年度（パート） 707.6 0.0

計 6,695.3 0.0

市民一人当たりの経費 1.2 1.1

総額 60,501.3 57,767.0

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額

内

内容

7節  報償費 0

部

修繕料6,361
10

評

節 需用費 6,361

価

 

有価物処理委託料3

【

77、廃プラスチック

二

収集委託料23,65

次

6、ストックヤー
12

】

節 委託費 46,99

2

2
ド管理業委託料22

頁

,959

14節 工事

指

請負費 0

ペットボトル

 

売却収入負担金454

標

18節 負担金補助及

 

び交付金 454

その他

名

△1

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 一人一日あたりのごみの排出量

算　　式 単位 ｇ

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 745 743 742
目 標 値

実 績 739 750 711

指標選定 総合計画の目標値

の 理 由

最終年度 総合計画の目標値

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事



委

が達成できるような事

託

業内容になっているか

費

プラスチック製容器包

1

装、ペットボトルの処

4

理について安定化が図

節

られている。

評   

 

価

コメント

・成果を落

工

とさずにコストを削減

事

する方法はあるか

効 

請

率 性 ・効率性向上に

負

努めているか 変わらな

費

い

・使用料などの受益

1

者負担や補助対象事業

8

の範囲など、財源確保

節

の余地はないか

老朽化

 

した施設の維持管理と

負

プラスチック循環促進

担

法に対応した施設改修

金

が課題である。

評  

補

 価

コメント

振り返り

助

（決算年度の取組み課

及

題）

・安定した処理が

び

行われている。

・プラ

交

スチック循環促進法に

付

対応した施設への改修

金

について検討を行って

そ

いく。

の他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

修繕

令

料6,460
10節 

和

需用費 6,460

有価

 

物処理委託料407、

6

廃プラスチック収集委

年

託料26,000、ス

度

トックヤー
12節 委

当

託費 50,907
ド管

初

理業委託料24,50

予

0

14節 工事請負費

算

0

ペットボトル売却収

　

入負担金400
18節

事

 負担金補助及び交付

業

金 400

その他 0

ＣＨ

費

ＥＣＫ

個別評価

項目 評

の

価観点 評価内容

・市民

内

の生命・財産を守るた

訳

め市が実施することが

主

必要不可欠な事業であ

な

るか

・行政内部の管理

節

運営上必要な事業であ

金

るか

必 要 性 ・市が

額

主体となり実施すべき

内

事業か 必要不可欠

・法

容

的な根拠や公的関与の

7

妥当性はあるか

・目的

節

は結果（施策の目指す

 

理想）に結びついてい

 

るか

廃プラスチックの

報

資源化についてはco

償

2の削減や海洋プラス

費

チック問題等、自然環

1

境を保全するうえでも

0

必要

不可欠である。
評

節

   価

コメント

・事

 

業の成果は上がってい

需

るか

・目標に対する達

用

成度は十分か

有 効 

費

性 ・市民生活上の課題

1

解決に貢献しているか

2

普通

・行政内部の管理

節

上の課題解決に貢献し

 

ているか

・事業の目的



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 進め方の改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

プラスチックの廃棄は年々増加すると言われ、今後さ プラスチック資源循環促進法で、容器以外

内

のプラスチ

らに大きな

部

題となっていくことが

評

考えられる。このた ッ

価

クごみの回収・処理が

【

努力義務となり、CO

二

2削減に

め、５Ｒの推

次

進等の施策を推進して

】

いくことが求めら も有

4

効なことから、処理を

頁

行うための施設改修に

Ａ

つい

れる。 て準備を進

Ｃ

められたい。

外部評価

Ｔ

次年度以降の方向性

外

Ｉ

部評価コメント

ＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 眞島、高澤

全体計画 経費区分 － 内線 3254

事務事業名 4128 公衆トイレ管理事業

所　　属 121000 市民環境部・生活環境課

施　　策 05032700 循環型社会の推進と地球温暖化対策

会計 01 一般会計
予算

科目 040105 衛生費・保健衛生費・環境衛生費
科目

事業 050000 公衆トイレ管理事業

事業目的 事業概要・効果 

環境衛生施設の適正な管理により、きれいで美しい町 使用者に快適な環境施設を提供する

を保全する。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

清掃等維持管理に努め、適切な施設管理を行った。 清掃等維持管理に努め、適切な施設管理を行った。

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

清掃等維持管理

内

に努め、適切な施設管

部

理を行ったが、 清掃等

評

維持管理に努め、適切

価

な施設管理を行った。

【

異常寒波による凍結で

二

機械の故障が起き、利

次

用者には  

不便をかけ

】

た。

令和 6年度　予

1

定 令和 7年度　予定

頁

清掃等維持管理に努め

令

、適切な施設管理を行

和

う。

　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



般財源 1,959 1,893

正規職員 0.3 0.3
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.1 0.0

正規職員 2,111.1 2,111.1

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 176.9 0.0

計 2,288.0 2,111.1

市民一人当たりの経費 0.1 0.1

総額 4,277.0 4,034.1

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

芝宮トイレ借地謝礼4
7節  報償費 4

消耗品126、電気料343、水道料166、下水道使用料81、修繕料

内

0
10節 需用費 71

部

6

清掃業務委託料　ぶ

評

どうの家200、シル

価

バー人材センター46

【

4、田中本家23
12

二

節 委託費 895
1

太

次

子町公衆トイレ（多目

】

的）修繕工事374
1

2

4節 工事請負費 37

頁

4

18節 負担金補助

指

及び交付金 0

その他 0

 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 1,989 1,923

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 30 30

一



委

うな事業内容になって

託

いるか

公衆トイレの適

費

正な管理を行い衛生環

1

境を整備、維持すると

4

ともに、市民並びに観

節

光客等に快適に利用い

 

ただ

いた。
評   価

工

コメント

・成果を落と

事

さずにコストを削減す

請

る方法はあるか

効 率

負

 性 ・効率性向上に努

費

めているか 変わらない

1

・使用料などの受益者

8

負担や補助対象事業の

節

範囲など、財源確保の

 

余地はないか

公衆トイ

負

レの清掃業務について

担

、穀町は田中本家博物

金

館、新町及び太子町は

補

ぶどうの家、芝宮及び

助

北横町と村

山駅はシル

及

バー人材センターへ委

び

託した。
評   価

コ

交

メント

振り返り（決算

付

年度の取組み課題）

令

金

和４年度は異常寒波の

そ

影響で水回りの凍結に

の

よるトイレの故障で利

他

用者に不便をかけるこ

Ｃ

とになった。令和５年

Ｈ

度にお

いては、その時

Ｅ

の教訓をいかした対策

Ｃ

を講じて凍結による故

Ｋ

障はなかった。また、

個

太子町の多目的トイレ

別

については従来

の凍結

評

防止システムと切り離

価

し、今後メンテナンス

項

のしやすいトイレに修

目

繕した。

評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

芝宮トイレ借地謝礼4

令

7節  報償費 4

消耗

和

品125、電気料38

 

0、水道料190、下

6

水道使用料110、修

年

繕料149
10節 需

度

用費 954

清掃業務委

当

託料　ぶどうの家22

初

9、シルバー人材セン

予

ター479、田中本家

算

25
12節 委託費 9

　

65
7

14節 工事請

事

負費 0

18節 負担金

業

補助及び交付金 0

その

費

他 0

ＣＨＥＣＫ

個別評

の

価

項目 評価観点 評価内

内

容

・市民の生命・財産

訳

を守るため市が実施す

主

ることが必要不可欠な

な

事業であるか

・行政内

節

部の管理運営上必要な

金

事業であるか

必 要 

額

性 ・市が主体となり実

内

施すべき事業か 高い

・

容

法的な根拠や公的関与

7

の妥当性はあるか

・目

節

的は結果（施策の目指

 

す理想）に結びついて

 

いるか

公衆トイレの適

報

正な管理を行い衛生環

償

境を整備、維持すると

費

ともに、市民並びに観

1

光客等に利用いただい

0

た。

評   価

コメン

節

ト

・事業の成果は上が

 

っているか

・目標に対

需

する達成度は十分か

有

用

 効 性 ・市民生活上

費

の課題解決に貢献して

1

いるか 有効

・行政内部

2

の管理上の課題解決に

節

貢献しているか

・事業

 

の目的が達成できるよ



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

町の環境衛生の向上のため、適正綱維持管理を行う。 公共施設として、日常管理を含め、適切に

内

維持管理す

また、施設

部

の老朽化等への対応を

評

検討していかなけれ る

価

必要がある。

ばならな

【

い。

外部評価

次年度以

二

降の方向性

外部評価コ

次

メント

】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 眞島、徳永

全体計画 経費区分 － 内線 3254

事務事業名 4129 狂犬病予防対策事業

所　　属 121000 市民環境部・生活環境課

施　　策 05032700 循環型社会の推進と地球温暖化対策

会計 01 一般会計
予算

科目 040105 衛生費・保健衛生費・環境衛生費
科目

事業 060000 狂犬病予防対策事業

事業目的 事業概要・効果 

飼犬の狂犬病予防注射を確実に実施し、狂犬病の予防 犬の登録及び狂犬病予防注射業務を（一社）長野県獣

に努める。 医師会へ委託するなど適正な飼育犬の管理を行う。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

登録頭数　2211頭 登録頭数　2189頭

未注射犬　22頭 未注射犬　34頭

注射実施会

内

場　　48会場　巡回

部

注射実施 注射実施会場

評

　　48会場　巡回注

価

射実施

令和 4年度　

【

実績 令和 5年度　実

二

績

登録頭数　2198

次

頭 登録頭数　2212

】

頭

未注射犬　60頭 未

1

注射犬　47頭

注射実

頁

施会場　　47会場　

令

巡回注射実施 注射実施

和

会場　　46会場　巡

　

回注射実施

令和 6年

６

度　予定 令和 7年度

年

　予定

登録頭数　　頭

度

未注射犬　　頭

注射実

　

施会場　　46会場　

行

巡回注射実施

政評価事業別シート

実計対象 評価対象



定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 752 783

一般財源 1 0

正規職員 0.4 0.5
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.3 0.3

正規職員 2,814.8 3,518.5

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 530.7 530.7

計 3,345.5 4,049.2

市民一人当たりの経費 0.1 0.1

総額 4,098.5 4,832.2

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

消耗品 53
10節 需用費 53

犬の登録管理

内

および狂犬病予防注射

部

業務委託料 656
1

評

2節 委託費 656

1

価

4節 工事請負費 0

須

【

高飼犬管理対策協議会

二

負担金 44
18節 

次

負担金補助及び交付金

】

44

その他 0

2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 未注射犬

算　　式 単位 頭

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 45 40 40 40
目 標 値

実 績 34 60 47

指標選定 狂犬病の予防に努めるため。

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 753 783

国庫支出金 0 0

特 



委

を確実に行い、狂犬病

託

の予防に努めている。

費

評   価

コメント

・

1

成果を落とさずにコス

4

トを削減する方法はあ

節

るか

効 率 性 ・効率

 

性向上に努めているか

工

変わらない

・使用料な

事

どの受益者負担や補助

請

対象事業の範囲など、

負

財源確保の余地はない

費

か

狂犬病予防注射業務

1

を長野県獣医師会へ委

8

託し、地域巡回による

節

集合注射を実施した。

 

評   価

コメント

振

負

り返り（決算年度の取

担

組み課題）

狂犬病予防

金

注射を受けやすいよう

補

に地域巡回による狂犬

助

病予防集合注射を実施

及

した。また、未注射犬

び

の飼い主へ督促状の

発

交

行、電話による催告を

付

行った。環境省のマイ

金

クロチップ情報登録を

そ

行った方の新規登録料

の

免除の条例改正をして

他

2年目

になり新規登録

Ｃ

の84％が免除対象。

ＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品 75
10節 需用

和

費 75

犬の登録管理お

 

よび狂犬病予防注射業

6

務委託料 660
12

年

節 委託費 660

14

度

節 工事請負費 0

須高

当

飼犬管理対策協議会負

初

担金 48
18節 負

予

担金補助及び交付金 4

算

8

その他 0

ＣＨＥＣＫ

　

個別評価

項目 評価観点

事

評価内容

・市民の生命

業

・財産を守るため市が

費

実施することが必要不

の

可欠な事業であるか

・

内

行政内部の管理運営上

訳

必要な事業であるか

必

主

 要 性 ・市が主体と

な

なり実施すべき事業か

節

必要不可欠

・法的な根

金

拠や公的関与の妥当性

額

はあるか

・目的は結果

内

（施策の目指す理想）

容

に結びついているか

狂

7

犬病予防法に基づき、

節

犬の登録と狂犬病予防

 

注射の実施を確実に行

 

い、狂犬病の予防に努

報

める。

評   価

コメ

償

ント

・事業の成果は上

費

がっているか

・目標に

1

対する達成度は十分か

0

有 効 性 ・市民生活

節

上の課題解決に貢献し

 

ているか 有効

・行政内

需

部の管理上の課題解決

用

に貢献しているか

・事

費

業の目的が達成できる

1

ような事業内容になっ

2

ているか

狂犬病予防法

節

に基づき、犬の登録と

 

狂犬病予防注射の実施



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

狂犬病予防法に基づく事業の適正実施。 法に基づき適切な事業執行が必要

外部評価

次年度以降の

内

方向性

外部評価コメン

部

ト

評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

業、

米子地区小水力発

規

電事業、小水力発電参

完

入事業者支援

事業

了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 塚田武弘

全体計画 経費区分 － 内線 3252

事務事業名 4131 温暖化防止推進事業

所　　属 121000 市民環境部・生活環境課

施　　策 05032700 循環型社会の推進と地球温暖化対策

会計 01 一般会計
予算

科目 040105 衛生費・保健衛生費・環境衛生費
科目

事業 070000 温暖化防止推進事業

事業目的 事業概要・効果 

地球温暖化防止のため、須坂市環境基本計画の施策を 須坂市環境基本計画の具体的施策である環境行動計画

推進することにより、須坂市全体の二酸化炭素排出量 に掲げる事業を積極的に推進し、二酸化炭素排出量の

の削減を目指す。 削減を行う。

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

ペレットストー

内

ブ補助1件、太陽光発

部

電補助48件、太 ペレ

評

ットストーブ補助1件

価

、太陽光発電補助38

【

件、太

陽熱利用補助2

二

件、ナノ水車ユニット

次

技術開発事業、 陽熱利

】

用補助0件、小水力発

1

電維持管理、屋根貸し

頁

事

長野県GND基金事

令

業、学校太陽光発電事

和

業、１村１エ 業

ネルギ

　

ー登録

令和 4年度　

６

実績 令和 5年度　実

年

績

ペレットストーブ補

度

助1件、太陽光発電補

　

助75件、太 ペレット

行

ストーブ補助1件、太

政

陽光発電補助63件、

評

太

陽熱利用補助5件、

価

屋根貸し事業、米子地

事

区小水力発 陽熱利用補

業

助1件、蓄電池補助2

別

1件、屋根貸し事業、

シ

電事業、小水力発電参

ー

入事業者支援事業 米子

ト

地区小水力発電事業、

実

小水力発電参入事業者

計

支援

事業

令和 6年度

対

　予定 令和 7年度　

象

予定

ペレットストーブ

評

補助2件、太陽光発電

価

補助75件、太

陽熱利

対

用補助5件、蓄電池補

象

助20件、屋根貸し事



標 値
実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 4,565 6,988

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 75 75

財 源 地方債 0 0

その他 3,127 4,379

一般財源 1,363 2,534

正規職員 0.5 0.5
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.6 0.6

正規職員 3,518.5 3,518.5

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 1,061.4 1,061.4

計 4,579.9 4

内

,579.9

市民一人

部

当たりの経費 0.2 0

評

.2

総額 9,144.

価

9 11,567.9

（

【

単位：千円）

令和 5

二

年度決算　事業費の内

次

訳

主な節 金額 内容

7節

】

  報償費 0

消耗品費

2

52、修繕料0
10節

頁

 需用費 52

小水力発

指

電設備通常管理委託料

 

240、水車保守点検

標

委託料0
12節 委託

 

費 240
 

14節 工

名

事請負費 0

太陽エネル

算

ギー推進協議会0、新

　

エネルギー施設設置費

　

補助金3,963、ペ

式

レ
18節 負担金補助

単

及び交付金 4,063

位

ットストーブ導入補助

年

金100

手数料83、

　

基金積立金127
その

　

他 210

度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 二酸化炭素(CO2) 削減率

算　　式 2013年度対比▲28 単位 ％

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 ▲2.8 ▲2.8 ▲2.8 ▲2.8 ▲2.8
目 標 値

実 績 算出不能 算出不能 算出不能

指標選定 地球温暖化防止を推進するため。

の 理 由  

最終年度 第３次須坂市環境基本計画　2013年度比二酸化炭素排量の▲28％

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 



委

貢献しているか 有効

・

託

行政内部の管理上の課

費

題解決に貢献している

1

か

・事業の目的が達成

4

できるような事業内容

節

になっているか

CO2

 

排出量削減のために有

工

効である

評   価

コ

事

メント

・成果を落とさ

請

ずにコストを削減する

負

方法はあるか

効 率 

費

性 ・効率性向上に努め

1

ているか 変わらない

・

8

使用料などの受益者負

節

担や補助対象事業の範

 

囲など、財源確保の余

負

地はないか

国、県と連

担

携しコスト削減に努め

金

る

評   価

コメント

補

振り返り（決算年度の

助

取組み課題）

市単独で

及

解決できる問題ではな

び

いが、地道にできるこ

交

とを行っていく

付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費154、修繕料2

和

50
10節 需用費 4

 

04

水車保守点検業務

6

委託料240、水車保

年

守点検委託料138、

度

小水力発電電気配
12

当

節 委託費 779
管設

初

備撤去委託料401

1

予

4節 工事請負費 0

新

算

エネルギー活用施設設

　

置費補助金5,400

事

、ペレット等設置導入

業

費補助金1
18節 負

費

担金補助及び交付金 5

の

,593
00、長野地

内

域連携中枢都市圏負担

訳

金93

積立金129、

主

手数料83
その他 21

な

2

ＣＨＥＣＫ

個別評価

節

項目 評価観点 評価内容

金

・市民の生命・財産を

額

守るため市が実施する

内

ことが必要不可欠な事

容

業であるか

・行政内部

7

の管理運営上必要な事

節

業であるか

必 要 性

 

・市が主体となり実施

 

すべき事業か 高い

・法

報

的な根拠や公的関与の

償

妥当性はあるか

・目的

費

は結果（施策の目指す

1

理想）に結びついてい

0

るか

2050ゼロカー

節

ボンを国、県ともに目

 

指していることから、

需

当市でも同様に取り組

用

む必要がある

評   

費

価

コメント

・事業の成

1

果は上がっているか

・

2

目標に対する達成度は

節

十分か

有 効 性 ・市

 

民生活上の課題解決に



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

地球温暖化防止は喫緊の課題である。今後、事業推進 家庭用蓄電池システム等ニーズの高い事業

内

は積極的に

のための新

部

たな方途の検討が必要

評

になる。 推進し、小水

価

力発電等一定の成果を

【

あげた事業はコス

トを

二

勘案し整理されたい。

次

外部評価

次年度以降の

】

方向性

外部評価コメン

4

ト

頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 田村栄敏

全体計画 経費区分 － 内線 3254

事務事業名 4132 し尿処理施設運営事業

所　　属 121000 市民環境部・生活環境課

施　　策 05032700 循環型社会の推進と地球温暖化対策

会計 01 一般会計
予算

科目 040105 衛生費・保健衛生費・環境衛生費
科目

事業 080000 し尿処理施設運営事業

事業目的 事業概要・効果 

須高行政事務組合で運営するし尿処理施設（須高衛生 適切なし尿処理のため前処理・希釈下水道放流施設の

センター）の維持管理費用を負担する。 効率的な運用を図り、計画的な機器整備により機能維

（運営主体：須高行政事務組合） 持を図る。機器設備の保守管理等により、下水道放流

基準を満たす希釈量の管理を行う。

（運営主

内

体：須高行政事務組合

部

）

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度

評

実績及び予定

令和 2

価

年度　実績 令和 3年

【

度　実績

し尿及び浄化

二

槽汚泥について適正に

次

処理する。 し尿及び浄

】

化槽汚泥について適正

1

に処理する。

令和 4

頁

年度　実績 令和 5年

令

度　実績

し尿及び浄化

和

槽汚泥について適正に

　

処理する。 し尿及び浄

６

化槽汚泥について適正

年

に処理する。

令和 6

度

年度　予定 令和 7年

　

度　予定

し尿及び浄化

行

槽汚泥について適正に

政

処理する。

評価事業別シート

実計対象 評価対象



般財源 68,915 61,207

正規職員 0.0 0.0
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 0.0 0.0

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 0.0 0.0

市民一人当たりの経費 1.3 1.2

総額 68,915.0 61,207.0

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

12節 委託費 0

14節 工事請負費 0

須高行政事務組合清掃負担金　68,915
18節 負担金補助及び

内

交付金 68,915

そ

部

の他 0

評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 68,915 61,207

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一



委

などの受益者負担や補

託

助対象事業の範囲など

費

、財源確保の余地はな

1

いか

・須高行政事務組

4

合の構成市として他市

節

町村と連携し対応した

 

。

・くみ取り人口の減

工

少や物価高騰により収

事

集事業者よりし尿処理

請

手数料改定の要望が出

負

されている。継続的な

費

評   価
収集を行う

1

ため手数料の改定につ

8

いて検討をおこなう。

節

コメント

振り返り（決

 

算年度の取組み課題）

負

構成市として須高行政

担

事務組合と連携し引き

金

続き安定した処理を行

補

う必要がある。

助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

須高行政事務

6

組合清掃負担金 61

年

,207
18節 負担

度

金補助及び交付金 61

当

,207
 

その他 0

Ｃ

初

ＨＥＣＫ

個別評価

項目

予

評価観点 評価内容

・市

算

民の生命・財産を守る

　

ため市が実施すること

事

が必要不可欠な事業で

業

あるか

・行政内部の管

費

理運営上必要な事業で

の

あるか

必 要 性 ・市

内

が主体となり実施すべ

訳

き事業か 必要不可欠

・

主

法的な根拠や公的関与

な

の妥当性はあるか

・目

節

的は結果（施策の目指

金

す理想）に結びついて

額

いるか

衛生的な市民生

内

活を送るうえで必要不

容

可欠である。

評   

7

価

コメント

・事業の成

節

果は上がっているか

・

 

目標に対する達成度は

 

十分か

有 効 性 ・市

報

民生活上の課題解決に

償

貢献しているか 普通

・

費

行政内部の管理上の課

1

題解決に貢献している

0

か

・事業の目的が達成

節

できるような事業内容

 

になっているか

安定し

需

た処理が行われている

用

。

評   価

コメント

費

・成果を落とさずにコ

1

ストを削減する方法は

2

あるか

効 率 性 ・効

節

率性向上に努めている

 

か 変わらない

・使用料



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

須高４市町村、須高行政事務組合と連携した対応を。 社会インフラとしてサービス維持が図られ

内

るよう、必

要により手

部

数料等を検討されたい

評

。

外部評価

次年度以降

価

の方向性

外部評価コメ

【

ント

二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 眞島

全体計画 経費区分 － 内線 3254

事務事業名 4133 火葬場施設運営事業

所　　属 121000 市民環境部・生活環境課

施　　策 05032700 循環型社会の推進と地球温暖化対策

会計 01 一般会計
予算

科目 040105 衛生費・保健衛生費・環境衛生費
科目

事業 090000 火葬場施設運営事業

事業目的 事業概要・効果 

遺体の尊厳を重視し、人生の終焉の場として心安らぐ 平成17年９月より稼働している新施設も瑕疵担保期間

火葬を行うことを事業の目的として運営している。 が終了した平成20年度より計画的に整備を進めており

 、故人の最後のお別れにふさわしい火葬業務が行える

（運営主体：須高行政事務組合） ように施設の維持管理を図る。平成

内

17年度より稼働し

て

部

いる火葬炉設備につい

評

て、修理、補修を行い

価

ながら

機能維持を図る

【

。

 

（運営主体：須高

二

行政事務組合）

ＰＬＡ

次

Ｎ－ＤＯ

年度実績及び

】

予定

令和 2年度　実

1

績 令和 3年度　実績

頁

人生の終焉の場として

令

心安らぐ火葬を行うた

和

めの費用 人生の終焉の

　

場として心安らぐ火葬

６

を行うための費用

負担

年

を行った。 負担を行う

度

。

令和 4年度　実績

　

令和 5年度　実績

人

行

生の終焉の場として心

政

安らぐ火葬を行うため

評

の費用 人生の終焉の場

価

として心安らぐ火葬を

事

行うための費用

負担を

業

行った。 負担を行った

別

。

令和 6年度　予定

シ

令和 7年度　予定

人

ー

生の終焉の場として心

ト

安らぐ火葬を行うため

実

の費用

負担を行う。

計対象 評価対象



般財源 14,979 18,896

正規職員 0.1 0.1
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 703.7 703.7

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 703.7 703.7

市民一人当たりの経費 0.3 0.4

総額 15,682.7 19,599.7

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

12節 委託費 0

14節 工事請負費 0

須高行政事務組合火葬場費負担金 14,979
1

内

8節 負担金補助及び

部

交付金 14,979

そ

評

の他 0

価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 14,979 18,896

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一



委

ストを削減する方法は

託

あるか

効 率 性 ・効

費

率性向上に努めている

1

か 変わらない

・使用料

4

などの受益者負担や補

節

助対象事業の範囲など

 

、財源確保の余地はな

工

いか

構成市町村と負担

事

金を分担している。

評

請

   価

コメント

振り

負

返り（決算年度の取組

費

み課題）

須高行政事務

1

組合構成市町村と負担

8

金を分担し、安定的に

節

事業を継続している。

 負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

須高行政事務

6

組合火葬場費負担金 

年

18,896
18節 

度

負担金補助及び交付金

当

18,896

その他 0

初

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項

予

目 評価観点 評価内容

・

算

市民の生命・財産を守

　

るため市が実施するこ

事

とが必要不可欠な事業

業

であるか

・行政内部の

費

管理運営上必要な事業

の

であるか

必 要 性 ・

内

市が主体となり実施す

訳

べき事業か 必要不可欠

主

・法的な根拠や公的関

な

与の妥当性はあるか

・

節

目的は結果（施策の目

金

指す理想）に結びつい

額

ているか

人生の終焉の

内

場として心安らぐ火葬

容

を行う火葬場は、市民

7

が安心して生活してい

節

くうえで必要不可欠な

 

事業で

ある。
評   

 

価

コメント

・事業の成

報

果は上がっているか

・

償

目標に対する達成度は

費

十分か

有 効 性 ・市

1

民生活上の課題解決に

0

貢献しているか 普通

・

節

行政内部の管理上の課

 

題解決に貢献している

需

か

・事業の目的が達成

用

できるような事業内容

費

になっているか

人生の

1

終焉の場として、心安

2

らぐ火葬を行っている

節

。

評   価

コメント

 

・成果を落とさずにコ



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

須高４市町村、須高行政事務組合と連携した対応を。 社会インフラとして適切なサービス維持が

内

必要。

外部評価

次年度

部

以降の方向性

外部評価

評

コメント

価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

業補助金を交付した。

規

令和 6年度　予定 令

完

和 7年度　予定

地域

了

振興事業の実施 地域振

事

興事業の実施

 長野広

業

域連合による次期最終

ゼ

処分場の候補地決定

ロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 元田　敏夫

全体計画 平成21年度 ～ 令和11年度 経費区分 実施計画事業費 内線 3266

事務事業名 4134 広域ごみ処理推進事業

所　　属 121000 市民環境部・生活環境課

施　　策 05032700 循環型社会の推進と地球温暖化対策

会計 01 一般会計
予算

科目 040105 衛生費・保健衛生費・環境衛生費
科目

事業 100000 広域ごみ処理推進事業

事業目的 事業概要・効果 

衛生的な市民生活を維持するため、長野広域連合によ 長野広域連合が行う可燃ごみの広域化処理事業を推進

るごみ処理広域化基本計画を推進する。 する。須坂市では令和３年２月に一般廃棄物最終処分

場(エコパーク須坂)が埋め立てを開始。地元との協定

に基づく周辺環境整備及び地元

内

振興事業を進める。

 

部

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実

評

績及び予定

令和 2年

価

度　実績 令和 3年度

【

　実績

令和３年２月　

二

一般廃棄物最終処分場

次

　埋立開始 Ｂ焼却施設

】

は整備工事中。

Ｂ焼却

1

施設は整備工事中。 地

頁

元との協定に基づく周

令

辺環境整備について、

和

協議を

地元との協議で

　

決定した周辺環境整備

６

及び地域振興事 行った

年

。

業について、引き続

度

き協議を行った。 地元

　

振興事業として、振興

行

交付金及び地域振興事

政

業補

助金を交付した。

評

令和 4年度　実績 令

価

和 5年度　実績

令和

事

４年６月　ちくま環境

業

エネルギーセンター（

別

Ｂ焼 地元との協定に基

シ

づく周辺環境整備につ

ー

いて、協議を

却施設）

ト

本格稼働 行った。地元

実

振興事業として、振興

計

交付金及び地域振

地元

対

との協定に基づく周辺

象

環境整備について、協

評

議を 興事業補助金を交

価

付した。

行った。地元

対

振興事業として、振興

象

交付金及び地域振

興事



　　　算

事業費 494,191 389,688

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 136,936 359,313

一般財源 357,255 30,375

正規職員 1.1 1.1
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 7,740.7 7,740.7

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 7,740.7 7,740.7

市民一人当たりの経費 9.6 7.6

総額 501,931.7 397,428.7

（単位：千円）

令和

内

 5年度決算　事業費

部

の内訳

主な節 金額 内容

評

報奨金0
7節  報償

価

費 0

消耗品費52、燃

【

料費40、食糧費3
1

二

0節 需用費 95

測量

次

設計委託料0、視察業

】

務委託料70、除草業

2

務委託料880
12節

頁

 委託費 950

周辺環

指

境整備工事119,3

 

39
14節 工事請負

標

費 119,339

長野

 

広域連合環境推進費負

名

担金245,414、

算

地域振興交付金5,0

　

00、
18節 負担金

　

補助及び交付金 372

式

,022
地域振興事業

単

補助金121,608

位

郵便料18、借上料2

年

68、用地補償料1,

　

499
その他 1,78

　

5

度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定 ごみ処理施設の整備は、地元住民との度重なる協議の結果であり、年度ごとの達成状況は事業の性質になじま

の 理 由 ない。

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予



委

終処分場建設に係る地

託

元振興事業等に関する

費

協定書に基づき、市が

1

主体となり地元振興事

4

業を
コメント

実施する

節

。

・事業の成果は上が

 

っているか

・目標に対

工

する達成度は十分か

有

事

 効 性 ・市民生活上

請

の課題解決に貢献して

負

いるか 大変有効

・行政

費

内部の管理上の課題解

1

決に貢献しているか

・

8

事業の目的が達成でき

節

るような事業内容にな

 

っているか

・ごみ処理

負

施設の高度化、安定化

担

が図られている。

評 

金

  価

コメント

・成果

補

を落とさずにコストを

助

削減する方法はあるか

及

効 率 性 ・効率性向

び

上に努めているか 変わ

交

らない

・使用料などの

付

受益者負担や補助対象

金

事業の範囲など、財源

そ

確保の余地はないか

・

の

長野広域連合として構

他

成市町村が協働して検

Ｃ

討する課題である。

評

Ｈ

   価

コメント

振り

Ｅ

返り（決算年度の取組

Ｃ

み課題）

構成市として

Ｋ

、長野広域連合と連携

個

しつつ、地元振興事業

別

等を推進・実施するこ

評

とができた。

価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

報償金9
7節  報償

令

費 9

消耗品費98、燃

和

料費62、食糧費10

 

、印刷製本費50
10

6

節 需用費 220

測量

年

設計委託料0、視察業

度

務委託料378、除草

当

業務委託料0
12節 

初

委託費 378

周辺環境

予

整備工事0
14節 工

算

事請負費 0

長野広域連

　

合環境推進費負担金2

事

32,532、会議等

業

出席負担金3
18節 

費

負担金補助及び交付金

の

388,935
地域振

内

興交付金5,000、

訳

地域振興事業補助金1

主

51,400

普通旅費

な

20、郵便料30、借

節

上料96、工事用地補

金

償料0
その他 146

Ｃ

額

ＨＥＣＫ

個別評価

項目

内

評価観点 評価内容

・市

容

民の生命・財産を守る

7

ため市が実施すること

節

が必要不可欠な事業で

 

あるか

・行政内部の管

 

理運営上必要な事業で

報

あるか

必 要 性 ・市

償

が主体となり実施すべ

費

き事業か 必要不可欠

・

1

法的な根拠や公的関与

0

の妥当性はあるか

・目

節

的は結果（施策の目指

 

す理想）に結びついて

需

いるか

・循環型社会推

用

進のため、長野地域ご

費

み処理広域化基本計画

1

に基づき、構成市町村

2

が主体的に取り組まな

節

けれ

ばならない。
評 

 

  価
・一般廃棄物最



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

地元振興事業の推進、地元と長野高域連合間の調整を 社会インフラとして適切なサービス維持が

内

必要。

。 合わせて協定

部

に基づき、計画的な地

評

元振興事業を実施

。

外

価

部評価

次年度以降の方

【

向性

外部評価コメント

二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 ■ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 田村栄敏

全体計画 経費区分 実施計画事業費 内線 3252

事務事業名 18326 資源物回収施設整備事業

所　　属 121000 市民環境部・生活環境課

施　　策 05032700 循環型社会の推進と地球温暖化対策

会計 01 一般会計
予算

科目 040105 衛生費・保健衛生費・環境衛生費
科目

事業 120000 資源物回収施設整備事業

事業目的 事業概要・効果 

プラスチック循環促進法の施行によりプラスチック使 施設及び機械の更新により、効率的な資源物回収を行

用製品廃棄物の分別収集が自治体の努力義務となって なうことが可能となる。新たに硬質プラスチック等の

いる。現行設備は老朽化が著しく、硬質プラスチック リサイクル対応可能な機械を導入することで

内

、リサイ

に対応してい

部

ないため、機械更新に

評

加え建屋等の施設 クル

価

率の向上を図り、ごみ

【

の減量化、資源の有効

二

活用

更新を行い硬質プ

次

ラのリサイクルを実施

】

する。 をすることが可

1

能となる。リサイクル

頁

を促進し、省資

源化を

令

行うことはCO2削減

和

にも寄与し、地球温暖

　

化防

止の推進につなが

６

る。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年

年

度実績及び予定

令和 

度

2年度　実績 令和 3

　

年度　実績

令和 4年

行

度　実績 令和 5年度

政

　実績

処理量

　びん　

評

227,220kg

　

価

ペットボトル　50,

事

580kg

　プラスチ

業

ック　375,140

別

kg

　廃食用油　6,

シ

188kg

令和 6年

ー

度　予定 令和 7年度

ト

　予定

実計対象 評価対象



0.0
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 0.0 0.0

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 0.0 0.0

市民一人当たりの経費 0.0 0.0

総額 0.0 0.0

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

12節 委託費 0

14節 工事請負費 0

18節 負担金補助及び交付金 0

その他 0

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 0 0

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 0 0

正規職員 0.0



委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

18節 負担

6

金補助及び交付金 0

そ

年

の他 0

ＣＨＥＣＫ

個別

度

評価

項目 評価観点 評価

当

内容

・市民の生命・財

初

産を守るため市が実施

予

することが必要不可欠

算

な事業であるか

・行政

　

内部の管理運営上必要

事

な事業であるか

必 要

業

 性 ・市が主体となり

費

実施すべき事業か －

・

の

法的な根拠や公的関与

内

の妥当性はあるか

・目

訳

的は結果（施策の目指

主

す理想）に結びついて

な

いるか

評   価

コメ

節

ント

・事業の成果は上

金

がっているか

・目標に

額

対する達成度は十分か

内

有 効 性 ・市民生活

容

上の課題解決に貢献し

7

ているか －

・行政内部

節

の管理上の課題解決に

 

貢献しているか

・事業

 

の目的が達成できるよ

報

うな事業内容になって

償

いるか

評   価

コメ

費

ント

・成果を落とさず

1

にコストを削減する方

0

法はあるか

効 率 性

節

・効率性向上に努めて

 

いるか －

・使用料など

需

の受益者負担や補助対

用

象事業の範囲など、財

費

源確保の余地はないか

1

評   価

コメント

振

2

り返り（決算年度の取

節

組み課題）

 



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 － 次年度以降の方向性 －

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

水質調査、公害苦情等

規

の処理、千曲川河川一

完

斉 河川の水質調査、公

了

害苦情等の処理、騒音

事

規制法・振

パトロール

業

の実施、騒音規制法・

ゼ

振動規制法・悪臭防 動

ロ

規制法・悪臭防止法に

予

よる指導、特定外来生

算

物の駆

止法による指導

事

、特定外来生物の駆除

業

、空間放射線量 除、空

担

間放射線量の定点測定

当

、自動車騒音常時監視

者

及

の定点測定、自動車

全

騒音常時監視及び面的

体

評価業務動 び面的評価

計

業務動車騒音常時監視

画

及び面的評価業務　

車

経

騒音常時監視及び面的

費

評価業務　等 等

令和 

区

6年度　予定 令和 7

分

年度　予定

河川の水質

内

調査、公害苦情等の処

線

理、騒音規制法・振

動

事

規制法・悪臭防止法に

務

よる指導、特定外来生

事

物の駆

除、空間放射線

業

量の定点測定、自動車

名

騒音常時監視及

び面的

所

評価業務動車騒音常時

　

監視及び面的評価業務

　

　

等

属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 塚田武弘

全体計画 経費区分 － 内線 3252

事務事業名 4135 環境対策事業

所　　属 121000 市民環境部・生活環境課

施　　策 05032700 循環型社会の推進と地球温暖化対策

会計 01 一般会計
予算

科目 040106 衛生費・保健衛生費・公害対策費
科目

事業 010000 環境対策事業

事業目的 事業概要・効果 

市民の生活環境保全のため、河川水質調査や環境保全 河川の水質調査や地域環境保全巡回パトロールを行い

パトロール等を実施し、また、各種苦情の早期解決に 、現状の把握や水質汚濁防止等に努める。

努める。騒音規制法、振動規制法、悪臭防止法などに 騒音防止法、振動防止法、悪臭防止法に基づく指導等

基づく規制基準の遵守のため指導及び改

内

善勧告等、必 により、

部

公害防止に努める。

要

評

な措置を行い公害の防

価

止に努める。 地下水の

【

適正な運用・管理を行

二

うため、適正な許可及

次

び情報収集等に努める

】

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実

1

績及び予定

令和 2年

頁

度　実績 令和 3年度

令

　実績

河川の水質調査

和

、公害苦情等の処理、

　

千曲川河川一斉 河川の

６

水質調査、公害苦情等

年

の処理、千曲川河川一

度

斉

パトロールの実施、

　

騒音規制法・振動規制

行

報・悪臭防 パトロール

政

の実施、騒音規制法・

評

振動規制報・悪臭防

止

価

法による指導、アレチ

事

ウリ撲滅作戦、空間放

業

射線量 止法による指導

別

、特定外来生物の駆除

シ

、空間放射線量

の定点

ー

測定、自動車騒音常時

ト

監視及び面的評価業務

実

動 の定点測定、自動車

計

騒音常時監視及び面的

対

評価業務動

車騒音常時

象

監視及び面的評価業務

評

　等 車騒音常時監視及

価

び面的評価業務　等

令

対

和 4年度　実績 令和

象

 5年度　実績

河川の



和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 10,289 13,400

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 10,289 13,400

正規職員 0.8 0.8
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.8 0.8

正規職員 5,629.6 5,629.6

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 1,415.2

内

1,415.2

計 7,

部

044.8 7,044

評

.8

市民一人当たりの

価

経費 0.3 0.4

総額

【

17,333.8 20

二

,444.8

（単位：

次

千円）

令和 5年度決

】

算　事業費の内訳

主な

2

節 金額 内容

講師謝礼0

頁

7節  報償費 0

消耗

指

品費26、燃料費95

 

、食糧費0、修繕料4

標

8
10節 需用費 16

 

9

水質検査委託1,2

名

27、悪臭調査委託料

算

286、騒音調査委託

　

料1,963、振動測

　

12節 委託費 5,2

式

36
定委託料0、地下

単

水管理支援業務委託料

位

1,760

14節 工

年

事請負費 0

信濃川を守

　

る協議会負担金5、高

　

山植物等保護対策協議

度

会負担金0、国立公
1

令

8節 負担金補助及び

和

交付金 15
園都市協議

 

会負担金10、会議出

3

席負担金0

報酬･手当

年

4,063、共済費7

度

10、旅費53、役務

令

費43
その他 4,86

和

9

 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 主要河川ＢＯＤ値の改善

算　　式 市内主要７河川の観測地点のうち、目標基準（2.0mg/ℓ ）以下を満たしている割合 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 100 100 100 100 100
目 標 値

実 績 100 100 100

指標選定 第３次須坂市環境基本計画に基づき設定

の 理 由

最終年度 市内主要7河川の観測地点のうち、目標基準のである100％を満たすため。

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令



委

・事業の成果は上がっ

託

ているか

・目標に対す

費

る達成度は十分か

有 

1

効 性 ・市民生活上の

4

課題解決に貢献してい

節

るか 有効

・行政内部の

 

管理上の課題解決に貢

工

献しているか

・事業の

事

目的が達成できるよう

請

な事業内容になってい

負

るか

公害や環境の現況

費

把握、対策に有効であ

1

る

評   価

コメント

8

・成果を落とさずにコ

節

ストを削減する方法は

 

あるか

効 率 性 ・効

負

率性向上に努めている

担

か 変わらない

・使用料

金

などの受益者負担や補

補

助対象事業の範囲など

助

、財源確保の余地はな

及

いか

必要不可欠な事業

び

であるがコスト削減に

交

努める

評   価

コメ

付

ント

振り返り（決算年

金

度の取組み課題）

公害

そ

については、県と連携

の

しながら粘り強く対応

他

していきたい

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

講師謝礼16
7節  

令

報償費 16

消耗品費8

和

7、燃料費111、食

 

糧費10、修繕料90

6

10節 需用費 298

年

水質委託1,386、

度

悪臭委託料358、騒

当

音調査委託料3,00

初

0、振動委託料330

予

、
12節 委託費 7,

算

043
地下水管理支援

　

業務1,870、土壌

事

委託料99

14節 工

業

事請負費 0

信濃川を守

費

る協議会負担金0、高

の

山植物等保護対策協議

内

会負担金5、国立公
1

訳

8節 負担金補助及び

主

交付金 20
園都市協議

な

会負担金15

報酬3,

節

774、職員手当等1

金

,220、共済費79

額

2、役務費146、旅

内

費53
その他 6,02

容

3
使用量及び賃借料0

7

、公課費38

ＣＨＥＣ

節

Ｋ

個別評価

項目 評価観

 

点 評価内容

・市民の生

 

命・財産を守るため市

報

が実施することが必要

償

不可欠な事業であるか

費

・行政内部の管理運営

1

上必要な事業であるか

0

必 要 性 ・市が主体

節

となり実施すべき事業

 

か 必要不可欠

・法的な

需

根拠や公的関与の妥当

用

性はあるか

・目的は結

費

果（施策の目指す理想

1

）に結びついているか

2

安心安全な市民生活に

節

おいて必要な事業であ

 

る

評   価

コメント



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

インター開発完了後の環境変化が発生っするため、対 良好な生活環境の維持は市民生活にとって

内

重要なため

応の準備を

部

。また、関係法令の適

評

正な実行を。 、法令に

価

沿って適切に対応する

【

必要がある。

外部評価

二

次年度以降の方向性

外

次

部評価コメント

】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 眞島、高澤

全体計画 経費区分 － 内線 3254

事務事業名 4137 霊園管理事業

所　　属 121000 市民環境部・生活環境課

施　　策 05032700 循環型社会の推進と地球温暖化対策

会計 01 一般会計
予算

科目 040107 衛生費・保健衛生費・霊園管理費
科目

事業 010000 霊園管理事業

事業目的 事業概要・効果 

市営霊園の維持管理 安息の場にふさわしい霊園とするため、常に使用者の

霊園管理料の確実な徴収 利便性の向上を図る。

霊園管理料の確実な徴収に努める

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

施設の維持管理、修繕等を行った。 霊園施設の維持管理清掃、修繕等を行う。

坂田・高梨・松川霊園の空き区画募集期間

内

を５月に第 シルバー人

部

材センターへの霊園管

評

理業務委託の体制及

１

価

次募集、６月～11月

【

を第２次募集と統一し

二

て、希望 び就業時間の

次

見直しを図った。

者の

】

応募機会拡大を図った

1

。  

令和 4年度　実

頁

績 令和 5年度　実績

令

霊園施設の維持管理清

和

掃、修繕等を行う。 霊

　

園施設の維持管理清掃

６

、修繕等を行う。

高梨

年

霊園の通路舗装工事、

度

坂田霊園支障木伐採、

　

無縁 坂田霊園支障木伐

行

採及び高梨霊園多目的

政

トイレの便座

墳墓撤去

評

工事の実施をした。 修

価

繕工事をした。松川霊

事

園は、故障による管理

業

棟エア

コンの入れ替え

別

、東側多目的トイレ自

シ

動水栓の修繕工

事を行

ー

った。

令和 6年度　

ト

予定 令和 7年度　予

実

定

霊園施設の維持管理

計

清掃、修繕等を行う。

対

 

象 評価対象



）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 9,247 11,341

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 9,245 11,341

一般財源 2 0

正規職員 1.2 1.1
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.3 0.2

正規職員 8,444.4 7,740.7

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 530.7 353.8

計 8,975.1 8,094.5

市民一人当たりの経費 0.3 0.4

総額 18,222.1 19,435.5

（単位：千

内

円）

令和 5年度決算

部

　事業費の内訳

主な節

評

金額 内容

坂田霊園・松

価

川霊園臨時駐車場借地

【

謝礼11
7節  報償

二

費 11

消耗品157、

次

燃料費62、電気料2

】

41、水道料202、

2

下水道使用料82、修

頁

繕料4
10節 需用費

指

1,178
34

電算委

 

託料518、駐車場警

標

備628、支障木伐採

 

623、霊園管理・ご

名

み収集業
12節 委託

算

費 4,431
務2,6

　

62

14節 工事請負

　

費 0

18節 負担金補

式

助及び交付金 0

郵便料

単

195、システム使用

位

料353、手数料18

年

9、人件費2,890

　

その他 3,627

　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 霊園管理料収入未済額

算　　式 単位 円

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 73,080 63,720 65,520 62,400 59,280
目 標 値

実 績 98,160 65,400 81,120

指標選定 滞納整理対策チャレンジプラン

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円



委

標に対する達成度は十

託

分か

有 効 性 ・市民

費

生活上の課題解決に貢

1

献しているか 有効

・行

4

政内部の管理上の課題

節

解決に貢献しているか

 

・事業の目的が達成で

工

きるような事業内容に

事

なっているか

坂田霊園

請

、高梨霊園、松川霊園

負

及び合葬式墓地の維持

費

管理を適正に行い、霊

1

園使用者の利便性向上

8

を図った。

評   価

節

コメント

・成果を落と

 

さずにコストを削減す

負

る方法はあるか

効 率

担

 性 ・効率性向上に努

金

めているか 変わらない

補

・使用料などの受益者

助

負担や補助対象事業の

及

範囲など、財源確保の

び

余地はないか

一般区画

交

の空き区画の使用者募

付

集を計画的に行ってい

金

る（第一次募集　５月

そ

、第二次募集６月～1

の

1月）。

松川霊園第二

他

合葬式墓地の募集を通

Ｃ

年行った。
評   価

Ｈ

 
コメント

振り返り（

Ｅ

決算年度の取組み課題

Ｃ

）

霊園施設の適正な維

Ｋ

持管理と管理料の徴収

個

に務めた。霊園管理に

別

ついては、毎年シルバ

評

ー人材センターに委託

価

して施設内

の草刈りや

項

清掃作業を主にお願い

目

しているが、異常気象

評

による猛暑や高齢化に

価

よる作業進捗への影響

観

が懸念された。お盆

前

点

に照準を合わせている

評

ため猛暑を避けられな

価

いことから対応策が必

内

要と考える。

容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

坂田霊園臨時駐車場借

令

地謝礼12
7節  報

和

償費 12

消耗品125

 

、燃料費90、印刷製

6

本費17、電気料28

年

0、水道料240、下

度

水道使
10節 需用費

当

1,629
用料90、

初

修繕料787

電算委託

予

料518、駐車場警備

算

714、支障木伐採9

　

70、霊園管理・ごみ

事

収集業
12節 委託費

業

5,373
務3,17

費

1

14節 工事請負費

の

0

18節 負担金補助

内

及び交付金 0

郵便料2

訳

50、システム使用料

主

357、手数料203

な

、人件費3,414、

節

備品購入費10
その他

金

4,327
3

ＣＨＥＣ

額

Ｋ

個別評価

項目 評価観

内

点 評価内容

・市民の生

容

命・財産を守るため市

7

が実施することが必要

節

不可欠な事業であるか

 

・行政内部の管理運営

 

上必要な事業であるか

報

必 要 性 ・市が主体

償

となり実施すべき事業

費

か 必要不可欠

・法的な

1

根拠や公的関与の妥当

0

性はあるか

・目的は結

節

果（施策の目指す理想

 

）に結びついているか

需

安息の場にふさわしい

用

霊園の管理は、市民が

費

安心して生活していく

1

うえで必要不可欠な事

2

業である。

評   価

節

コメント

・事業の成果

 

は上がっているか

・目



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

適正な霊園管理を。また、時代変化（承継者不明等の 社会インフラとして適切なサービス維持が

内

必要。

増加）に伴う対

部

応の検討を。 管理料の

評

適正な徴収を推進され

価

たい。

外部評価

次年度

【

以降の方向性

外部評価

二

コメント

次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 眞島、高澤

全体計画 経費区分 実施計画事業費 内線 3254

事務事業名 13746 霊園施設整備事業

所　　属 121000 市民環境部・生活環境課

施　　策 05032700 循環型社会の推進と地球温暖化対策

会計 01 一般会計
予算

科目 040107 衛生費・保健衛生費・霊園管理費
科目

事業 020000 霊園施設整備事業

事業目的 事業概要・効果 

市営霊園整備 市営霊園施設内の整備を行い、使用者の利便性を向上

させる。

 

 

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

坂田霊園擁壁補修工事　10,285千円 ・松川霊園第一合葬式墓地法名立追加設置工事

・松川霊園の駐車場整備測量設計業務委託

令和 4年度　実績 令和 5年度　

内

実績

松川霊園の駐車場

部

整備工事　4,719

評

千円 坂田・松川霊園ト

価

イレ改修工事　1,6

【

75千円

令和 6年度

二

　予定 令和 7年度　

次

予定

坂田・高梨霊園駐

】

車場整備工事　2,5

1

19千円

頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



519

一般財源 0 0

正規職員 0.2 0.3
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 1,407.4 2,111.1

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 1,407.4 2,111.1

市民一人当たりの経費 0.1 0.1

総額 3,082.4 4,630.1

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

12節 委託費 0

坂田・松川霊園トイレ改修工事　1,675
14節 工事請負費 1,67

内

5

18節 負担金補助

部

及び交付金 0

その他 0

評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 1,675 2,519

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 1,675 2,



委

評   価

コメント

・

託

成果を落とさずにコス

費

トを削減する方法はあ

1

るか

効 率 性 ・効率

4

性向上に努めているか

節

やや向上

・使用料など

 

の受益者負担や補助対

工

象事業の範囲など、財

事

源確保の余地はないか

請

霊園トイレは公衆トイ

負

レとしても利用されて

費

おり、利用者の利便性

1

向上になった。

評  

8

 価

コメント

振り返り

節

（決算年度の取組み課

 

題）

坂田霊園・松川霊

負

園西側トイレの和式ト

担

イレを洋式に変更し、

金

これにより霊園のトイ

補

レはすべて洋式になっ

助

た。霊園使用

者の高齢

及

化や衛生面に対して利

び

用者の利便性向上にな

交

った。

付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

坂田・高梨霊

 

園駐車場整備工事　2

6

,519
14節 工事

年

請負費 2,519

18

度

節 負担金補助及び交

当

付金 0

その他 0

ＣＨＥ

初

ＣＫ

個別評価

項目 評価

予

観点 評価内容

・市民の

算

生命・財産を守るため

　

市が実施することが必

事

要不可欠な事業である

業

か

・行政内部の管理運

費

営上必要な事業である

の

か

必 要 性 ・市が主

内

体となり実施すべき事

訳

業か 高い

・法的な根拠

主

や公的関与の妥当性は

な

あるか

・目的は結果（

節

施策の目指す理想）に

金

結びついているか

坂田

額

霊園トイレ男１、女１

内

及び松川霊園西側トイ

容

レ男１、女１の和式ト

7

イレを洋式トイレに変

節

えた。これによ

り霊園

 

のトイレはすべて洋式

 

になった。
評   価

報

 
コメント

・事業の成

償

果は上がっているか

・

費

目標に対する達成度は

1

十分か

有 効 性 ・市

0

民生活上の課題解決に

節

貢献しているか 有効

・

 

行政内部の管理上の課

需

題解決に貢献している

用

か

・事業の目的が達成

費

できるような事業内容

1

になっているか

霊園使

2

用者の高齢化及び、衛

節

生面に対して利用者の

 

利便性向上になった。



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

各霊園の適切な整備の実施を。 利用者には高齢者も多く、整備にあたってはバリアフ

リーの視点

内

を重視されたい。

外部

部

評価

次年度以降の方向

評

性

外部評価コメント

価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 和田　信吉

全体計画 経費区分 － 内線 246-9000

事務事業名 4139 ごみ収集事業

所　　属 121000 市民環境部・生活環境課

施　　策 05032700 循環型社会の推進と地球温暖化対策

会計 01 一般会計
予算

科目 040201 衛生費・清掃費・清掃総務費
科目

事業 010000 ごみ収集事業

事業目的 事業概要・効果 

計画的で迅速なごみの収集、運搬を正確に行うことに 市内ごみステーションに排出された可燃ごみ、不燃ご

より、清潔で衛生的な市民生活を構築する。 み等について、計画的、適切な収集運搬を行う。

町別粗大ごみ収集において排出された粗大ごみ、蛍光

管の収集運搬を行う。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度

内

　実績

令和 4年度　

部

実績 令和 5年度　実

評

績

計画的で迅速なごみ

価

の収集、運搬を適正に

【

行った。 計画的で迅速

二

なごみの収集、運搬を

次

適正に行った。

 

 

令

】

和 6年度　予定 令和

1

 7年度　予定

計画的

頁

で迅速なごみの収集、

令

運搬を適正に行うこと

和

。

 

 

　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 89,706 100,115

正規職員 0.4 0.4
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 2,814.8 2,814.8

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 2,814.8 2,814.8

市民一人当たりの経費 1.8 2.0

総額 92,520.8 102,929.8

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

消耗品費117
10節 需用費 117

可燃

内

ごみ等収集委託料71

部

,500、不燃ごみ等

評

収集委託料4,862

価

、峰の原高原
12節 

【

委託費 89,590
ご

二

み収集委託料3,27

次

8側溝清掃土砂収集委

】

託料2,882、他7

2

,068

14節 工事

頁

請負費 0

18節 負担

指

金補助及び交付金 0

そ

 

の他 △1

標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 内部管理業務のため指標の設定が困難である。

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 89,706 100,115

国庫支出金 0 0

特 定 都道府



委

が行われている。

評 

託

  価

コメント

・成果

費

を落とさずにコストを

1

削減する方法はあるか

4

効 率 性 ・効率性向

節

上に努めているか 変わ

 

らない

・使用料などの

工

受益者負担や補助対象

事

事業の範囲など、財源

請

確保の余地はないか

市

負

民生活において必要不

費

可欠であるが、コスト

1

削減に努めた。

評  

8

 価

コメント

振り返り

節

（決算年度の取組み課

 

題）

計画的で迅速なご

負

みの収集、運搬を適正

担

に実施した。

金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費115
10節 需

和

用費 115

可燃ごみ等

 

収集委託料72,14

6

2、不燃ごみ等収集委

年

託料5,016、峰の

度

原高原
12節 委託費

当

100,000
ごみ収

初

集委託料3,432、

予

側溝清掃土砂収集委託

算

料3,036、他16

　

,374

14節 工事

事

請負費 0

18節 負担

業

金補助及び交付金 0

そ

費

の他 0

ＣＨＥＣＫ

個別

の

評価

項目 評価観点 評価

内

内容

・市民の生命・財

訳

産を守るため市が実施

主

することが必要不可欠

な

な事業であるか

・行政

節

内部の管理運営上必要

金

な事業であるか

必 要

額

 性 ・市が主体となり

内

実施すべき事業か 必要

容

不可欠

・法的な根拠や

7

公的関与の妥当性はあ

節

るか

・目的は結果（施

 

策の目指す理想）に結

 

びついているか

ごみの

報

収集は、市民生活にお

償

いて必要不可欠である

費

。

評   価

コメント

1

・事業の成果は上がっ

0

ているか

・目標に対す

節

る達成度は十分か

有 

 

効 性 ・市民生活上の

需

課題解決に貢献してい

用

るか 有効

・行政内部の

費

管理上の課題解決に貢

1

献しているか

・事業の

2

目的が達成できるよう

節

な事業内容になってい

 

るか

適正にごみの収集



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

適切な事業委託と事業実施を。 社会インフラとしてコストに留意しながらサービス維

持を図られ

内

たい。

外部評価

次年度

部

以降の方向性

外部評価

評

コメント

価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 和田　信吉

全体計画 経費区分 － 内線 246-9000

事務事業名 4141 ごみ処理施設管理事業

所　　属 121000 市民環境部・生活環境課

施　　策 05032700 循環型社会の推進と地球温暖化対策

会計 01 一般会計
予算

科目 040202 衛生費・清掃費・清掃センター費
科目

事業 020000 ごみ処理施設管理事業

事業目的 事業概要・効果 

廃棄物処理を安全かつ適切に行うため、施設及び車両 設備の各種操作や処理不適物の除去などを適切に行い

等の適正な管理を行う。 、施設の安全な維持管理を図る。また、搬入する市民

に丁寧な分別指導を随時行い、施設への負担軽減を図

る。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

清掃

内

センター及び埋立地の

部

適正な管理 清掃センタ

評

ー及び埋立地の適正な

価

管理

令和 4年度　実

【

績 令和 5年度　実績

二

清掃センター及び埋立

次

地の適正な管理 清掃セ

】

ンター及び埋立地の適

1

正な管理

令和 6年度

頁

　予定 令和 7年度　

令

予定

清掃センター及び

和

埋立地の適正な管理

　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 1

一般財源 1,805 2,546

正規職員 0.4 0.4
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 2,814.8 2,814.8

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 2,814.8 2,814.8

市民一人当たりの経費 0.1 0.1

総額 4,619.8 5,361.8

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

謝礼2
7節  報償費 2

消耗品費132、燃料費148、光熱水費（ガス料）4

内

6、医薬材料費10
1

部

0節 需用費 336

1

評

2節 委託費 0

14節

価

 工事請負費 0

会議等

【

出席負担金37
18節

二

 負担金補助及び交付

次

金 37

郵便料1、電話

】

料115、手数料86

2

4、保険料50、機器

頁

賃借料212、受信料

指

14、
その他 1,43

 

0
自動車重量税101

標

、汚染負荷量賦課金7

 

3

名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 内部管理業務のため指標の設定が困難である。

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 1,805 2,547

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出



委

管理上の課題解決に貢

託

献しているか

・事業の

費

目的が達成できるよう

1

な事業内容になってい

4

るか

適正なごみ処理を

節

実施するため必要であ

 

り、有効である。

評 

工

  価

コメント

・成果

事

を落とさずにコストを

請

削減する方法はあるか

負

効 率 性 ・効率性向

費

上に努めているか 変わ

1

らない

・使用料などの

8

受益者負担や補助対象

節

事業の範囲など、財源

 

確保の余地はないか

無

負

駄な電気使用を避ける

担

など、コスト削減を意

金

識している。

評   

補

価

コメント

振り返り（

助

決算年度の取組み課題

及

）

適正なごみ処理を実

び

施するため、必要な車

交

両の点検などを実施し

付

た。

金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

謝礼2
7節  報償費

令

2

【枠配分】消耗品費

和

153、燃料費264

 

、光熱水費（ガス料）

6

164、修繕料170

年

10節 需用費 761

度

、医薬材料費10

12

当

節 委託費 0

14節 

初

工事請負費 0

会議等出

予

席負担金31
18節 

算

負担金補助及び交付金

　

31

郵便料10、電話

事

料126、手数料･ホ

業

イールローダー自主検

費

査手数料･洗車場
その

の

他 1,753
用浄化槽

内

汚泥処理手数料･電子

訳

コピー機リース料等1

主

084、その他533

な

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項

節

目 評価観点 評価内容

・

金

市民の生命・財産を守

額

るため市が実施するこ

内

とが必要不可欠な事業

容

であるか

・行政内部の

7

管理運営上必要な事業

節

であるか

必 要 性 ・

 

市が主体となり実施す

 

べき事業か 必要不可欠

報

・法的な根拠や公的関

償

与の妥当性はあるか

・

費

目的は結果（施策の目

1

指す理想）に結びつい

0

ているか

ごみ処理を実

節

施していくうえで、必

 

要不可欠な事業である

需

。

評   価

コメント

用

・事業の成果は上がっ

費

ているか

・目標に対す

1

る達成度は十分か

有 

2

効 性 ・市民生活上の

節

課題解決に貢献してい

 

るか 有効

・行政内部の



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

老朽化する施設の維持管理を図る。 社会インフラとして施設の老朽化に留意しながらサー

ビス維

内

持に努められたい。

外

部

部評価

次年度以降の方

評

向性

外部評価コメント

価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

処理施設の適正な運転

規

管

理を行い、安全かつ

完

安定したごみ処理を行

了

う。 理を行い、安全か

事

つ安定したごみ処理を

業

行う。

ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 和田　信吉

全体計画 経費区分 － 内線 246-9000

事務事業名 4142 ごみ処理施設運営事業

所　　属 121000 市民環境部・生活環境課

施　　策 05032700 循環型社会の推進と地球温暖化対策

会計 01 一般会計
予算

科目 040202 衛生費・清掃費・清掃センター費
科目

事業 030000 ごみ処理施設運営事業

事業目的 事業概要・効果 

市内から排出された一般廃棄物の適正処理及び管理を 不燃ごみの適正処理及び資源物を分別リサイクルし、

行い、健康且つ清潔で衛生的な市民生活の確保を図る 循環型社会の形成を促進する。また、老朽化した不燃

。また、廃棄物のリサイクルを推進し、循環型社会の ごみ処理施設等の必要な修繕等を実施し、安全で適正

内

形成を促進する。 なご

部

み処理を行う。

 

ＰＬ

評

ＡＮ－ＤＯ

年度実績及

価

び予定

令和 2年度　

【

実績 令和 3年度　実

二

績

焼却施設廃止のため

次

、ごみピット内の残渣

】

物処理、灰 ごみ処理施

1

設及び粗大ごみ等処理

頁

施設の適正な運転管

コ

令

ンベアの汚泥処理、残

和

留薬品の処理等を実施

　

した。 理のため、トラ

６

ックスケールの更新、

年

地下タンクの処

分、精

度

密機能検査等を実施す

　

る。

令和 4年度　実

行

績 令和 5年度　実績

政

ごみ処理施設及び粗大

評

ごみ等処理施設の適正

価

な運転管 ごみ処理施設

事

及び粗大ごみ等処理施

業

設の適正な運転管

理を

別

行い、安全かつ安定し

シ

たごみ処理を行った。

ー

理を行い、安全かつ安

ト

定したごみ処理を行っ

実

た。また

、可燃ごみ搬

計

出用等うダンプの更新

対

を行った。

令和 6年

象

度　予定 令和 7年度

評

　予定

ごみ処理施設及

価

び粗大ごみ等処理施設

対

の適正な運転管 ごみ処

象

理施設及び粗大ごみ等



金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 28,215 1,821

一般財源 29,746 68,590

正規職員 0.4 1.7
人員数

会計年度（フル） 5.0 4.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 2,814.8 11,962.9

人　員 会計年度（フル） 17,905.0 14,324.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 20,719.8 26,286.9

市民一人当たりの経費 1.5 1.8

総額 78,680.8 96,697.9

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

消耗

内

品費1,386、燃料

部

費479、印刷製本費

評

47、電気料4,05

価

7、修繕料8,981

【

10節 需用費 14,

二

950

小型家電収集運

次

搬3,081、不燃残

】

渣物等収集運搬2,1

2

95、河川水等測定業

頁

務
12節 委託費 9,

指

363
1,059、使

 

用済み乾電池運搬処理

標

2,119、その他9

 

09

14節 工事請負

名

費 0

18節 負担金補

算

助及び交付金 0

給料1

　

4,134、職員手当

　

等3,012、共済費

式

3,237、手数料1

単

9、土地借上料5,1

位

6
その他 33,648

年

3、備品購入費8,0

　

83

　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 客観性のある安定した指標が困難である。

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 57,961 70,411

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出



委

  価

コメント

・事業

託

の成果は上がっている

費

か

・目標に対する達成

1

度は十分か

有 効 性

4

・市民生活上の課題解

節

決に貢献しているか 有

 

効

・行政内部の管理上

工

の課題解決に貢献して

事

いるか

・事業の目的が

請

達成できるような事業

負

内容になっているか

適

費

正なごみ処理を実施す

1

るため必要であり、有

8

効である。

評   価

節

コメント

・成果を落と

 

さずにコストを削減す

負

る方法はあるか

効 率

担

 性 ・効率性向上に努

金

めているか 変わらない

補

・使用料などの受益者

助

負担や補助対象事業の

及

範囲など、財源確保の

び

余地はないか

節電を意

交

識するなど、コスト削

付

減に努めた。

評   

金

価

コメント

振り返り（

そ

決算年度の取組み課題

の

）

老朽化する施設、設

他

備の維持管理するため

Ｃ

、必要な修繕を引き続

Ｈ

き実施する。

 

ＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費3,059、電気

和

料6,000、修繕料

 

15,000、燃料費

6

575、印刷製本費5

年

5
10節 需用費 24

度

,689

小型家電収集

当

運搬3,652、不燃

初

残渣物等収集運搬2,

予

695、河川水等測定

算

業務
12節 委託費 1

　

0,886
1,210

事

、使用済み乾電池運搬

業

処理2,244、その

費

他1,085

工事請負

の

費2,750
14節 

内

工事請負費 2,750

訳

18節 負担金補助及

主

び交付金 0

給料14,

な

772、職員手当等6

節

,380、共済費4,

金

206、手数料979

額

、土地借上料5,1
そ

内

の他 32,086
63

容

、原材料費139、備

7

品購入費447

ＣＨＥ

節

ＣＫ

個別評価

項目 評価

 

観点 評価内容

・市民の

 

生命・財産を守るため

報

市が実施することが必

償

要不可欠な事業である

費

か

・行政内部の管理運

1

営上必要な事業である

0

か

必 要 性 ・市が主

節

体となり実施すべき事

 

業か 必要不可欠

・法的

需

な根拠や公的関与の妥

用

当性はあるか

・目的は

費

結果（施策の目指す理

1

想）に結びついている

2

か

ごみ処理を実施して

節

いくうえで、必要不可

 

欠な事業である。

評 



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

老朽化する施設の安定した運営と処理を図る。 社会インフラとして設備の老朽化に留意しながら

内

サー

ビス維持に努めら

部

れたい。

外部評価

次年

評

度以降の方向性

外部評

価

価コメント

【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 宮沢　吉浩　

全体計画 経費区分 実施計画事業費 内線 246-9000

事務事業名 17154 ごみ処理施設整備事業

所　　属 121000 市民環境部・生活環境課

施　　策 05032700 循環型社会の推進と地球温暖化対策

会計 01 一般会計
予算

科目 040202 衛生費・清掃費・清掃センター費
科目

事業 040000 ごみ処理施設整備事業

事業目的 事業概要・効果 

指定緊急避難場所の整備 廃止した焼却施設の解体跡地に災害時における指定緊

急避難場所を整備する

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

焼却施設解体設計 焼却施設解体工事の着手（R6年9月竣工予定）

電気設備工事（R4～

内

R5）  

令和 6年度

部

　予定 令和 7年度　

評

予定

指定緊急避難場所

価

の設計 指定緊急避難場

【

所の設置

二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



00

その他 212 0

一般財源 6,553 0

正規職員 0.3 0.7
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 2,111.1 4,925.9

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 2,111.1 4,925.9

市民一人当たりの経費 6.6 0.2

総額 343,876.1 9,925.9

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

測量設計委託料（監理委託料）8,300
12節 委託費 8,3

内

00

焼却施設解体工事

部

326,700、冷却

評

水給水ポンプ更新工事

価

6,765
14節 工

【

事請負費 333,46

二

5

18節 負担金補助

次

及び交付金 0

その他 0

】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 341,765 5,000

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 335,000 5,0



委

使用料などの受益者負

託

担や補助対象事業の範

費

囲など、財源確保の余

1

地はないか

緊急防災・

4

減災事業債を活用した

節

施設整備の実施。

評 

 

  価

コメント

振り返

工

り（決算年度の取組み

事

課題）

廃止となってい

請

る焼却施設解体後の跡

負

地に指定緊急避難場所

費

を整備するため、焼却

1

施設の解体工事を計画

8

通り着手（2024

.

節

9月竣工予定）した。

 負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

測量設計

和

委託料5,000
12

 

節 委託費 5,000

6

14節 工事請負費 0

年

18節 負担金補助及

度

び交付金 0

その他 0

Ｃ

当

ＨＥＣＫ

個別評価

項目

初

評価観点 評価内容

・市

予

民の生命・財産を守る

算

ため市が実施すること

　

が必要不可欠な事業で

事

あるか

・行政内部の管

業

理運営上必要な事業で

費

あるか

必 要 性 ・市

の

が主体となり実施すべ

内

き事業か 必要不可欠

・

訳

法的な根拠や公的関与

主

の妥当性はあるか

・目

な

的は結果（施策の目指

節

す理想）に結びついて

金

いるか

災害時における

額

指定緊急避難場所整備

内

のため必要不可欠。

評

容

   価

コメント

・事

7

業の成果は上がってい

節

るか

・目標に対する達

 

成度は十分か

有 効 

 

性 ・市民生活上の課題

報

解決に貢献しているか

償

有効

・行政内部の管理

費

上の課題解決に貢献し

1

ているか

・事業の目的

0

が達成できるような事

節

業内容になっているか

 

災害時における緊急避

需

難場所不足しているた

用

め有効。

評   価

コ

費

メント

・成果を落とさ

1

ずにコストを削減する

2

方法はあるか

効 率 

節

性 ・効率性向上に努め

 

ているか 変わらない

・



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

緊急指定避難場所整備に関する設計と事業実施のため 2025年度の緊急避難場所整備に向け、

内

コストと機能を

準備を

部

。 ふまえた設計を進め

評

られたい。

外部評価

次

価

年度以降の方向性

外部

【

評価コメント

二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


